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概要書 
 
近年、国際的な会計基準の国際コンバージェンスの影響で、企業結合に関する主要な会
計基準の多くが、企業結合の会計処理方法として持分プーリング法を廃止し、パーチェス
法に一本化している。その一方、中国政府はコンバージェンスに対して全面的な支持を表
明しているが、2006年に中国財政部から公表された中国新企業会計準則第 20号「企業結
合」（以下 CAS 第 20 号という）では、共通支配下の企業結合の会計処理方法として持分
プーリング法が認められている。 
共通支配下の企業結合を持分プーリング法（もしくはそれに準じた会計処理方法）で処
理することについては、国際的な見解は一致しているものと考えられ、形式的面だけをみ
ると、中国基準と他の国際的な会計基準とに差異はないように思われる。しかし、共通支
配下の企業結合を持分プーリング法で処理することに対する一般的な論拠と、CAS 第 20
号でそれが認められている論拠には大きな違いがある。また、共通支配下の企業結合に関
する基準上の曖昧さから、共通支配下の企業結合の範囲は非常に大きなものとなっている。
本論文は、このような中国基準と他の国際的な基準との間にある実質的な差異を明らかに
するとともに、多くの問題を抱える中国基準を今後改訂していくうえで何が課題となるの
かを指摘している。 
第 2章では、企業結合の会計処理を取り扱っている米国の財務会計基準書第 141 号（以
下、SFAS第 141 号という）、および国際財務報告基準 IFRS第 3号（以下、IFRS第 3号と
いう）、日本の企業会計基準第 21 号（以下、日本基準第 21 号という）、CAS第 20号の規
定を、持分プーリング法の適用に関する変遷と条件、および共通支配下の企業結合の会計
処理に注目して、整理し、4 基準の比較を行っている。 
共通支配下の企業結合以外の企業結合については、米国基準および国際会計基準、日本
基準は、いずれも厳格な条件を満たす場合に限り、持分プーリング法の使用をこれまで認
めてきた。しかし、それぞれの現行基準である SFAS第 141 号および IFRS 第 3号、日本
基準第 21 号では、それらの企業結合に持分プーリング法を適用することは禁止され、また、
共通支配下の企業結合に関しては、この 2つの基準では、適用範囲から除外されているが、
日本基準第 21 号では、共同支配下の企業の形成とともに扱われており、持分プーリング法
に準じた処理により会計処理することが求められている。他方、CAS 第 20 号では、共通
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支配下の企業結合は主要な企業結合の 1 つとされ、原則として持分プーリング法により処
理することが求められている。 
また、国際的には、共通支配下の企業結合は企業集団における親会社と子会社の間、も
しくは子会社同士の間に行われる企業結合により構成されているに対して、CAS 第 20 号
では、これらのほかに、国有企業同士の間で行われる企業結合、あるいは政府主導の企業
結合も含まれている。国際的な状況に比べ、かなり範囲が広いことが分かる。 
第 3章では、持分プーリング法の適用に関する歴史的な論拠を考察している。また中国の
企業形態および企業結合の目的を確認したうえで、中国で共通支配下の企業結合に持分プ
ーリング法が適用される論拠を考察している。 
歴史にみると、持分プーリング法は企業結合状態を描いた用語であった。持分プーリン
グ法はアメリカにおいて、1950年代から会計基準上で認められてきた。持分プーリング法
の会計処理は、被結合側の資産および負債などが適切な帳簿価額で引き継がれるという特
徴があり、純資産等の移転取引あるいは内部取引であるとみなされる共通支配下の企業結
合を会計処理するのに適していることから、その適用が認められてきた。この論理は、中
国の企業結合にも当てはまる。 
中国の企業には、主として一般企業および国有企業がある。そのうち、国有企業に関し
ては、中国の国有資産監督管理委員会（以下、国資委という）という国の代理人が当該企
業の 100パーセントの株式を保有している。それらの企業の間で行われる企業結合の場合、
結合の前後で国資委による国有企業による支配の状況は変わらないため、共通支配下の企
業結合に相当すると考えられる。持分プーリング法により処理することが適当であると考
えられる。 
これに加えて、中国では次のような論拠があるものと考えられる。持分プーリング法で
は、上述のとおり、結合側は被結合側の資産および負債などをその帳簿価額で引き継ぐの
で、公正価値により再評価する場合と比べて、より低い対価で企業結合を行うことができ
るほか、被結合側の利益をすべて結合後の結合側の結合年度の利益に含めるようになる。
これにより国有企業の再編が促進されるので、国有企業をより有効的に運営させ、企業の
債務危機を緩和または解決させようとする中国政府の目的が短期間で達成されることにな
る。これが、中国において共通支配下の企業結合に持分プーリング法が適用されるもう 1
つの理由であると考えられる。 
第 4 章では、中国における共通支配下の企業結合とそこでの会計処理に関する事例およ
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び議論を取り上げ、CAS 第 20 号が抱えている問題点を明確している。そこでは、事例を
用い、政府の関与による共通支配下の企業結合の形成プロセス、CAS 第 20 号における共
通支配下の企業結合に関する規定の曖昧さから、実務上 2つの会計処理方法が容認されて
いる状況について明らかにしている。また、CAS 第 20 号公表の前後に中国の学者および
実務家の間で行われてきたさまざまな議論を取り上げ、共通支配下の企業結合とその会計
処理方法に関して正しい認識が広がっていないことを指摘している。最後に、中国の監査
制度に照らして、共通支配下の企業結合に関する監査の実務上の問題点を考察している。
共通支配下の企業結合の範囲には、国有企業同士の企業結合と政府主導の企業結合が含ま
れていることから、政府の干渉または関与により監査人に独立性問題が生じやすいこと指
摘している。 
第 5 章では、これまでの検討を踏まえ、多くの問題点を踏まえ、CAS第 20号の今後の
課題として次の 3点を指摘している。持分プーリング法の適用およびそれを共通支配下の
企業結合に適用する理論的な根拠を明確にする必要がある。第 2に、共通支配下の企業結
合の判断条件を明確し、適用範囲を限定する必要がある。最後に、第 3に、共通支配下の
企業結合に関する詳細な情報開示を定めなければならない。 
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1. はじめに 
企業結合の会計処理には、主として持分プーリング法とパーチェス法（取得法1）の 2種
類の会計処理方法が存在する。持分プーリング法とは、結合側は被結合側の資産、および
負債、資本を、それぞれの適切な帳簿価額で引き継ぐ方法である。それに対して、パーチ
ェス法とは、被結合企業から受け入れる資産および負債の取得原価を、対価として交付す
る現金および株式等の時価（公正価値）とする方法である。 
その 2 種類の会計処理方法適用については、2001 年に公表された米国の財務会計基準
書である SFAS第 141 号「企業結合」（以下、Statements of Financial Accounting Standards 
No.141 Business Combination: SFAS第 141 号という）と 2004 年に公表された国際財務報
告基準第3号「企業結合」（以下、International Financial Reporting Standards No.3 Business 
Combination: IFRS第 3号という）は、それぞれ企業結合の会計処理方法としてそれまで
条件付きで認められてきた持分プーリング法の適用を廃止し、パーチェス法（取得法）に
一本化している。また、日本においても、国際的な会計基準のコンバージェンスのもと、
2008 年に改訂された企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」（以下、日本基
準第 21 号という）で、共同支配企業の形成と共通支配下の取引を除く企業結合の会計処理
が、パーチェス法に一本化されている。このように、国際的には企業結合の会計処理方法
について、パーチェス法（取得法）への一本化が進められている。 
一方、中国でも IFRS へのコンバージェンスに対して、全面的な支持が表明され、会計
基準の作成が進められてきたが、2006年に公表された中国新企業会計準則（以下、Chinese 
Accounting Standards: CASという）第 20号結合基準（以下、CAS第 20号という）では、
企業結合を共通支配下の企業結合と非共通支配下の企業結合に分けて、前者は持分プーリ
ング法で、後者はパーチェス法2で処理することが求められている。このように、CAS 第
20号では、共通支配下の企業結合に関しては、持分プーリング法の適用が明確に定められ
ている。基準の規定だけをみた場合、共通支配下の企業結合に対する持分プーリング法（ま
                                                 
1  SFAS 第 141 号では、2007 年に、IFRS 第 3 号は 2008 年に再び改訂され、そこでは、2004
年に公表された IFRS第3号における主要な結合を引き継いでいるが、「企業結合の定義により、
企業結合は購入取引がなくても起こり得るという理由で、両審議会は、改訂後の基準が要求し
ている企業結合の会計処理方法を説明するために以前使用していた「パーチェス法」という用
語は「取得法」に変更された（IFRS3 号, para. BC14）。 
2 中国では、持分プーリング法(Pooling Of Interest Method)は中国語で「权益结合法」と呼ば
れ、パーチェス法は(Purchase  Method)「购买法」と呼ばれている。 
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たはそれに準じた会計処理）の適用は、日本基準第 21 号でもみられるほか、SFAS第 141
号および IFRS第 3 号でも明確な規定はないものの、そのような方法の適用が行われてい
るものと考えられ、上述の 4 つのすべての基準は基本的には同じ考え方に立っているかの
ように思われる。 
しかし、共通支配下の企業結合に対する持分プーリング法の適用の論拠について、国際
的な会計基準と中国基準との間でまったく異なる説明がなされている。国際的には、共通
支配下の企業結合は、企業集団内部における純資産等の移転取引であり、内部取引とみな
される3ため、持分プーリング法（またはそれに準じた会計処理）により処理することが認
められている。それに対して、中国基準では、共通支配下の企業結合に関する会計処理は
次のように説明されている。「中国は自国の特殊な状況を勘案し、中国の資本市場が不完備
のため、適正な公正価値が見積ることができない。それゆえ、経営者が公正価値による資
産評価を用いて利益操作を防ぐために、共通支配下の企業結合には、持分プーリング法の
適用が認められている。他方、非共通支配下の企業結合については、公正価値が算定でき
るので、IFRS第 3号と同じくパーチェス法（取得法）の処理が求められている」（CASオ
ペレーションマニュアル, p. 347）とされており、持分プーリング法の適用の論拠が「資本
市場の不完備による適正な公正価値が見積れない」ことにあるとされている。さらに、共
通支配下の企業結合に関して、基準内の規定あるいは説明の曖昧さから、共通支配下の企
業結合に分類される企業結合の範囲は、国際的な会計基準に規定される共通支配下の企業
結合の範囲に比べ、かなり広くなり、持分プーリング法が濫用されているという問題も抱
えている。 
本論文では、このような状況に鑑み、まず中国基準で共通支配下の企業結合に持分プー
リング法の適用が認められる根拠とは何なのか、特に「特殊な状況」とは何のことを指す
のかについて明らかにする。また、「共通支配下の企業結合」の概念、範囲および判断がど
のように行われているかという点を、事例を用いて確認し、CAS 第 20 号の問題点を指摘
する。そして、それらの問題を解決していくうえで重要となる今後の課題を指摘する。 
本論文は、次のような構成をとっている。2 章では、企業結合の会計処理を取り扱って
いる米国基準および国際会計基準、日本基準、中国基準における持分プーリング法の取扱
いおよびその変遷と、共通支配下の企業結合の会計処理を確認する。そのうえで、4 基準
間の比較を行う。3 章では、現在ほとんどその使用が認められなくなった持分プーリング
                                                 
3 たとえば、SFAS 第 141 号 D11-D13。 
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法が、歴史的には、なぜ認められてきたのかを明らかにするとともに、中国基準では、共
通支配下の企業結合の会計処理方法として明確に規定されている理由を、中国の企業の形
態および企業結合の目的を参照しながら確認する。そこでは、中国の「特殊の状況」を明
確にする。4 章では、実際の企業結合の事例を通じて、中国における共通支配下の企業結
合の現状と、その会計実務をみるとともに、会計基準の規定そのものと監査実務の視点か
ら検討し、中国における学者の見解を含め、CAS第 20号が抱えている問題点を指摘する。
5 章では、4 章での検討を踏まえ、中国における企業結合会計基準、とりわけ共通支配下
の企業結合に関する今後の課題について指摘する。 
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2. 主要な企業結合会計基準上の取扱い 
 
本章では、主要な企業結合に関する会計基準における持分プーリング法の取扱いおよび
その変遷ならびに共通支配下の企業結合の取扱いについて確認する。また、持分プーリン
グ法に関する考え方および企業結合会計基準の適用範囲を明確にしておきたい。 
 
2.1 米国基準および国際会計基準 
本節では、米国基準および国際会計基準における持分プーリング法の取扱いおよびその
変遷ならびに共通支配下の企業結合の取扱いを確認する。持分プーリング法の適用および
廃止は、ともにアメリカから始まっていた。また、アメリカの影響を受け、国際家計基準
においても、持分プーリング法を廃止し、企業結合の会計処理について米国基準と一致さ
せている。 
 
2.1.1 会計処理の変遷 
持分プーリング法は、アメリカで、1940年代後半から使われ始めた会計処理方法である。
当時、企業結合にあたって、持分プーリング法は実務上よく使われていたが、会計基準に
は明確な規定はなかった。1950 年にアメリカ会計士協会（以下、American Institute of 
Accountants :AIA という）から公表された会計研究公告(以下、Accounting Research 
Bulletin: ARB という)第 40号のなか、持分プーリング法は定められるようになった。その
後、1953年および 1957 年に、持分プーリング法の適用を盛り込んだ時期、ARB 第 43号
および ARB 第 48 号が公表されている。しかし、1960 年代に入ってからは、企業結合後
の利益をより多く見せるために、経営者が持分プーリング法を濫用していることが大きな
問題になった。この状況に対応するために、アメリカ公認会計士協会（以下、The American 
Institute of Certified Public Accountants：AICPA という）から、会計原則審議会意見書第
16号（以下、Opinions of the Accounting Principles Board No.16 Business Combination：
APBO 第 16 号という）が公表され、そこでは、持分プーリング法の適用に関して、詳細
な規定が定められている。 
APBO 第 16号では、持分プーリング法の適用について、「持分プーリング法は、それま
で独立していた 2つまたはそれ以上の普通株主持分を 1 つの持分として示し、それら持分
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の有していた権利およびリスクを結合して示そうと意図するものである。この方法では、
株主グループは資産を引き上げも、投下もしないで、ただ事実上、結合会社における彼ら
の持分を決定する比率で、議決権を有する株式と交換したことを示すものである」（APBO
第 16号, para.45）という説明がなされている。さらに、それらの適用条件に関して 12個
の適用要件が明示され、すべての要件を満たす場合には当該企業結合を持分の結合とみな
し、持分プーリング法で処理しなければならないと定められていた（APBO 第 16号, paras. 
45-48）。APBO 第 16 号が示した 12 個の適用要件は以下の 3 つの内容に分類されている
（APBO 第 16号, para. 45）。 
（1）結合する会社の特質 
（2）持分結合の方法 
（3）あらかじめ定められた取引の欠如 
このうち、（1）ないし（3）で説明された条件のすべてを満たす企業結合は、持分の結合
とみなされ持分プーリング法により会計処理することが求められる（APBO 第 16号, para. 
45）。当該要件の具体的な内容は次のとおりである（APBO 第 16 号, para. 46-48）。 
（1）結合する会社の特質に含まれる 2つの条件は、「各結合会社は自律性があり、合併
計画開始前 2年以内に一度も結合の相手会社の子会社もしくは一部門となったことがない
こと」および「結合会社は他の結合会社から独立していること」を指している。 
（2）持分結合の方法に含まれている 7 つの条件は、結合をもたらすための交換に関す
るものである 
a 結合は単一の取引で行われるが、特定の計画にしたがって結合計画開始後 1 年以
内に完了する。 
b 会社は結合計画完了の日に、結合の相手会社の実質上すべての議決権付普通株式
と交換に、自社の議決権付普通株式の大部分と同一の権利をもつ普通株式のみを
発行して交付する。 
c どの結合会社も、結合計画開始後 2 年以内または結合計画開始日と完了日の間 
において、結合の計画のために議決権付普通株式の持分を変動させないこと。結
合の計画のための変動とは、株主に対する分配、有価証券の追加発行、交換およ
び償還を含むものである。 
d 各結合会社は結合以外の目的によってのみ議決権付株式を再取得し、またいか 
なる会社も結合計画開始日から終了日までは、通常の株式数以上の再取得しては 
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ならない。 
e 結合のための株式交換の結果、結合する会社における個々の普通株主間の持 
   分比率が旧のように変化しない。 
f 結合の結果できた会社における普通株所有権者持分に与えられる議決権が 
  株主により行使しうること。株主は一定期間その権利を行使することを拒ま 
   たり制限されないことである。 
g 結合は結合計画完了日に確定する、また証券の発行もしくはその他の対価に 
   関する計画のいかなる条項も、未確定であってはならない。 
（3）あらかじめ定められた取引の欠如に含まれる 3 つの条件は次のとおりである
（APBO 第 16号, para. 48）。 
a 結合存続会社は、結合のために交付された普通株式の全部または一部の償還ない
しは再取得に、直接的または間接的に同意しないこと 
b 結合存続会社は、結合される会社の旧株主の利益のために、その他の財務的契約、
例えば、事実上持分証券の交換を否定することとなる交付株式を担保とする貸付保
証契約のような契約を結ばないこと 
c 結合存続会社は結合後 2 年以内に、結合された会社の資産の重要な部分を処分す
ることを意図しもしくは計画してはならないこと（ただし、各会社の結合前からの
通常の営業過程での処分および重複ないしは過剰設備の除去は含まない） 
このように、APBO 第 16号では、持分プーリング法の適用は以上のすべての条件を満た
した場合にのみ認められていた。 
ただし、共通支配下の企業結合について、APBO 第 16号では、「共通支配下における会
社間の純資産の譲渡または持分の交換を除外する」と規定されている（APBO第 16号, para. 
5）とされており、共通支配下の企業結合は取り扱わっていない。このような規定の理由
としては、武田（1982）によれば、「アメリカでは、企業結合を支配概念にもとづく会計
実体の形成として把握すれば、ある会社が他の会社を子会社として支配したとき、合併が
認識される。そして、その後、親会社が子会社を法律的に合併することは、企業結合に含
まれないことになる。親子会社間の合併は、親会社経営者の意思のもとに行われ、実質的
に 1 つの企業であったものが法律的・形式的に 1 つの企業にする行為にすぎず、同一企業
内における組織再編成の問題であり、企業結合とは別個の事象として理解されるからであ
る」（武田 1982, p. 21）と指摘されている。このように、米国基準の考え方に鑑みれば、共
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通支配下の企業結合は企業結合会計基準に含まれていない理由がわかる。 
しかし、APBO 第 16号にしたがえば、結局、類似する企業結合は異なる会計処理がされ
ていることになってしまい、会計情報の比較可能性が損なうことになった。そして、APBO
第 16号の適用とともに、持分プーリング法の濫用問題が続いていた（SFAS第 141, paras. 
B5-B6）とされている。なぜなら、斎藤 2010によれば、「持分プーリング法とパーチェス
法の使い分けについては、合併対価としての取得会社株式の時価が、被取得会社資本の簿
価を超える場合には、パーチェス法を使うと資産の切り上げやのれんの計上が生じ、それ
らの償却負担が結合後の利益を圧迫する。企業の経営者にはパーチェス法を避ける誘因が
生じ、それが持分プーリング法の乱用を引き起こすと考えられてきた」と指摘されている
（斎藤 2010, p. 308） 
当時、持分プーリング法の濫用の問題が続いていたため、1999年に FASB から企業結合
の会計処理に関する公開草案（以下、1999 年公開草案という）が公表された。そこでは、
持分プーリング法の廃止の提案が行われ、それに対するコメントの募集が行われた。その
結果、FASB は 2001 年に米国基準 SFAS 第 141 号「企業結合」を公表し、持分プーリン
グ法を廃止し、パーチェス法に一本化することになった。また、SFAS 第 141 号において
も、共通支配下の企業結合は含まれていないが、Appendix Dの部分では、共通支配下の企
業結合に対して、ガイダンスが提供されている（SFAS第 141 号, Appendix D）。 
持分プーリング法の廃止の理由に関しては、SFAS第 141 号では、①真の合併4はほとん
ど存在しないこと、および②2 つの会計処理方法が認められれば、恣意的に使い分けてい
ることになってしまうという 2つ理由が挙げられている（SFAS第 141 号, para. A12）。さ
らに、SFAS第 141号の考え方からみれば、「企業結合は当事企業の株主間の取引ではなく、
会社の間の取引である」（SFAS第 141 号, para.31）とされている。その結果、米国基準で
ある SFAS 第 141 号にしたがえば、取得会社の識別が困難な企業結合についても、パーチ
ェス法（取得法）を用いて処理することになっている（SFAS第 141 号, para. B35）。 
アメリカ国内における上述のような企業結合会計基準に関する動きを受け、国際会計基
準審議会（以下、International Accounting Standards Board: IASB という）と FASB 両審
議会は、会計基準のコンバージェンスを推進するため、2001 年に企業結合会計に関する共
同プロジェクトを立ち上げ、当時の国際会計基準第 22号（以下、International Accounting 
                                                 
4 真の合併というのは、企業結合にあたって、どの結合企業も他の結合企業の支配を獲得すること
のない状態という（IFRS 第 3 号, para.BC35）。 
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Standard No.22 Business Combination: IAS第 22 号という）の改訂作業を開始した。 
最初の IAS第 22号は、1983年に IASC により公表されたものであった。黒川（1999）
によれば、「1983 年に公表された IAS 第 22 号では、企業結合の実質が取得とみなされる
場合には、パーチェス法が適用されるが、他方、持分の結合と考えられる場合、持分プー
リング法とパーチェス法との自由な選択が可能であった」（黒川 1999, p. 230）とされてい
る。その後、IAS第 22号は 1992年に、1998 年に 2回の改訂がなされていた。改訂され
た IAS 第 22号では、持分の結合における 2つの会計処理の選択適用が禁止され、取得と
判定した場合にはパーチェス法で、持分の結合と判定した場合には持分プーリング法で処
理されることが求められている（IAS第 22号, para. 17 ; para. 77）。そこでは、限られた条
件を満たした企業結合のみが持分の結合とみなされ、持分プーリング法の適用が認められ
ていた。当該条件というのは、次の 3つである（IAS第 22 号, para. 15 項）。 
（1）結合当事企業の議決権付株式総数のすべてではないにせよ、事実上そのほとんどす
べてが交換またはプールされること 
（2）一方の企業の公正価値が他方の企業の公正価値と著しく異ならないこと 
（3）企業結合後、それぞれの株主が結合後の事業体に対し、相対的に以前とほぼ同等
の議決権および持分を維持すること 
また、共通支配下の企業結合について、IAS第 22号では、「多くの法律上の合併は、企
業集団の再構築又は再編成の一環として発生するが、それらは共通の支配の下にある企業
間の取引であることから本基準では取り扱っていない」（IAS第 22号, para. 5）とされ、
APBO 第 16号と同じく、共通支配下の企業結合に関する会計処理が取扱われていなかった。 
2001 年に行われた IAS第 22号の改訂作業の共同プロジェクトの一環として、IASB は
2002 年に、持分プーリング法の廃止を提案する企業結合公開草案第 3 号を公表し、様々
な意見が寄せられた。その結果、2004 年に IASB は IFRS第 3号「企業結合」を公表し、
そこでは「ほぼすべての企業結合は取得であるため、当審議会は企業結合に対して 1 つの
会計処理方法、すなわち取得法の使用を要求することとした」という結論が下されている5。
結局、企業結合会計基準の改訂作業の共同プロジェクトをきっかけ、SFAS 第 141 号にお
ける持分プーリング法の廃止に続き、国際会計基準においても、持分プーリング法が廃止
され、パーチェス法（取得法）に一本化されることとなっているのである。 
 両審議会は、持分プーリング法の廃止の理由に関して、次の 7 つの理由を取り上げてい
                                                 
5 IFRS 第 3 号における背景情報による。 
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る（IFRS第 3 号, paras.BC29-BC54）。 
① 合併と取得は経済的に類似していること 
② 提供される情報が意思決定に有用ではないこと 
③ 取得原価会計モデルと整合しないこと 
④ 開示では適切な対応にならないこと 
⑤ 費用対効果がよくないこと 
⑥ 認知されている経済的帰結は維持の正当な理由にはならないこと 
⑦ 取得法の欠点は改善されたこと 
さらに、上述の①の場合には、「真の合併」または「対等合併」という状況は、たとえ
その他の企業結合と区別することができたとしても、持分プーリング法より、フレッシュ・
スタート法のほうが優れると両審議会により判断された。 
 
2.1.2 現行基準  
上述のとおり、企業結合の会計処理については、現行の米国基準である SFAS 第 141 号
および国際財務報告基準である IFRS第 3号 はほぼ同様の内容となっている。 
まず、企業結合の会計処理については、SFAS第 141 号では、「すべての企業結合におい
て取得を識別し、持分プーリング法を廃止し、取得法（パーチェス法）のみで処理する」
（SFAS第 141 号, para. 13）と規定されている。IFRS第 3号でも、SFAS第 141 号と同じ
ように、「企業結合は、共通支配下の企業または事業の結合である場合を除き、取得法を適
用して会計処理しなければならない」（IFRS第 3号, para. IN6）とされている。そして「企
業結合によって移転される対価（すべての条件付対価を含む）は、公正価値で測定される」
（IFRS第 3号, para. IN11）ともされ、取得法（パーチェス法）により処理することが明
確にされている。 
また、共通支配下の企業結合に関しては、SFAS 第 141 号では「企業集団内部における
純資産等の移転取引である内部取引とみなされ、SFAS 第 141 号に適用しない」とされて
おり、SFAS第 141 号の適用範囲から除外されている（SFAS第 141 号, paras. D11-D13）。
IFRS第 3号では、共通支配下の企業結合の定義は定められており、「共通支配下の企業又
は事業が関わる企業結合とは、すべての結合企業が最終的に企業結合の前後で同じ当事者
によって支配され、その支配が一時的なものではない企業結合をいう」（IFRS第 3号, para. 
B1）とされている。ただし、基準の適用範囲からみれば、SFAS第 141 号同様に、IFRS第
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3号でも、「共同支配企業の設立および共通支配下の企業又は事業の結合には IFRS第 3号
は適用しない（IFRS第 3号, para. 2）とされており、共通支配下の企業結合を基準から除
外している。そのため、「共通支配下の企業結合を示した会計基準はない」（秋葉 2012, p. 
307）とされている。 
このように、米国基準である SFAS第 141 号および国際会計基準である IFRS 第 3号に
おいて、持分プーリング法は全面的に廃止されており、取得法（パーチェス法）が唯一の
会計処理とされている。また、共通支配下の企業結合については、従来から基準の適用範
囲外になっていることがわかる。以上の状況をまとめると、図表 2.1 のようになる。 
 
 
図表 2.1 持分プーリング法および共通支配下の企業結合の取扱い 
     取扱い 
会計基準 
持分プーリング法の適用 共通支配下の企業結合 
ARB 第 40 号 4 個の条件で認める 適用範囲外 
APBO 第 16 号 12 個の条件で認める 適用範囲外 
ED SFAS 第 141 号 廃止と提案した 適用範囲外 
SFAS 第 141 号 廃止 適用範囲外 
IAS 第 22 号 3 つの条件で認める 適用範囲外 
ED IFRS 第 3号 廃止と提案した 適用範囲外 
IFRS 第 3 号 廃止 定義のみ 
出所：齋藤（2008,p5）・山内（2013,p168）より引用、筆者一部加筆。 
 
 
2.2 日本基準 
日本においても、国際的な会計基準のコンバージェンスの影響で、企業会計基準の改訂
作業が進められている。企業結合に関する会計基準もその例外ではなく、2008 年に日本 
基準第 21 号が公表され、持分プーリング法が廃止され、パーチェス法に一本化されること
となった。本節では、日本における企業結合に関する会計処理の変遷と現行基準の規定を
確認する。 
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2.2.1 会計処理方法の変遷 
坂田（2005）では、「そもそも、日本には連結財務諸表制度以外に、企業結合に関する
会計基準は存在していなかった。上述のような FASB と IASB による企業結合会計基準の
一連の見直しを受け、日本でも企業結合に関する会計基準の設定の必要が認識されるよう
になってきた」（坂田 2005，pp.136-137）とされている。 
そのような状況のなか、2000 年から企業会計審議会で企業結合会計に関する審議が始
まった。2001 年に「企業結合に係る会計処理基準に関する論点整理」が公表された。その
後、広く意見を求め検討を行ったうえで、一部の内容に修正が加えられ、2003年 10月に、
「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（以下、意見書という）が公表された。
同意見書の公表により、日本における企業結合に関する会計基準は全般に適用されること
となった。 
当時、国際的には、SFAS第 141 号および IFRS第 3号のいずれも、持分プーリング法を
廃止し、取得法（パーチェス法）に一本化したが、意見書は「企業結合には取得と持分の
結合とがあり、異なった経済的実態を有すると考えられることから、それぞれの実態に合
わせた企業結合の会計処理として、パーチェス法と持分プーリング法6の 2つの基本的な方
法を採用する考え方を採った」（坂田 2005, p.137）。 
「意見書」にしたがえば、企業結合は経済的実態の異なりにより「取得」と「持分の結
合」と分類され、それぞれにパーチェス法と持分プーリング法で処理することが求められ
ている。そのうち、持分プーリング法の適用対象である「持分の結合」とは、「いずれの企
業（または事業）の株主（または持分保有者）も他の企業（または事業）を支配したとは
認められず、結合後企業のリスクや便益を引続き相互に共有することを達成するため、そ
れぞれの事業のすべてまたは事実上のすべてを統合して 1 つの報告単位となることを言
う」（意見書二, 5 項）とされている。この場合に、持分プーリング法の適用が認められ、
すなわち「持分の結合」とみなされる企業結合の要件は以下の 3つである（69 項7）。 
➀企業結合に際して支払われた対価のすべてが、原則として、議決権のある株式である
こと 
②結合後企業に関して各結合当事企業の株主が相対として有することになった議決権
                                                 
6意見書では、持分プーリング法という名称を使っているのは、共同支配下企業の形成の会計処
理である。 
7  日本企業会計基準第 21 号に属する各項の規定は、2.2 では○○項と略される。 
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比率が等しいこと 
③議決権比率以外の支配関係を示す一定の事実が存在しないこと 
このように、坂田（2005）によれば、「2003年日本基準では、持分の継続という概念を
用い、対価の種類および支配の 2つの観点から、以上の 3つの厳格な条件を設けたうえで、
持分プーリング法の使用が認められていたのである」（坂田 2005, p. 138）とされている。 
また、「意見書」によれば、持分の結合以外、共同支配企業の形成および共通支配下の
取引には、持分プーリング法に準じた会計処理が求められている（意見書三、3（7））と
されている。齋藤（2008）では、日本基準第 21 号に含まれている企業結合の種類を次の
4 つにまとめている（齋藤 2008, pp. 10-12）。 
① 取得 
② 持分の結合 
③ 共同支配企業の形成 
④ 共通支配下の取引（合併、会社分割 株式交換、株式移転） 
また、持分プーリング法に準じた処理方法というのは「資本の内訳の引継方法および企
業結合年度の連結財務諸表の作成にかかわる規定を除き、持分プーリング法と同一の処理
方法をいう」（意見書, 注解 15）とされている。ただし、「2003 年基準に従って、この方
法を持分プーリング法に準じた処理方法と呼んでいたが、2008 年改正会計基準では、持
分プーリング法を廃止することとしたから、持分プーリング法に準じた処理方法という呼
称も使用しないこととした」とされている（116項）。なお、本論文では同会計処理を説明
するうえでの便宜上、「持分プーリング法に準じた処理方法」という呼称を以後使用するこ
ととする。 
市川（2004）によれば、「共通支配下の取引では、個別財務諸表上、結合側は簿価で被
結合側の資産および負債の処理は、持分プーリング法の考え方が支持されているが、親会
社は、子会社投資について、連結財務諸表の作成上、支配獲得時の時価評価等を通じて子
会社の資産および負債の帳簿価額を修正し連結上の帳簿価額を算定しているとともに、連
結上の帳簿価額に基づく資本との差額を連結調整勘定として計上している。このため、親
会社が子会社を吸収合併した場合には、親会社が作成する個別財務諸表上、実質的に子会
社投資の現物回収であるとして子会社の資産および負債を連結財務諸表上に計上していた
修正後の帳簿価格により評価するとともに、連結調整勘定をそのまま受け入れ処理するこ
とが必要と考えられる」（市川 2004, p. 124）とされ、この点からみると、共通支配下の企
13 
 
業結合の会計処理は持分プーリング法に準じた会計処理が行われていると考えられる。 
本稿の検討対象としての共通支配下の取引の会計処理は次のようになっている（意見書,
三 4(1)）。 
個別財務諸表上 
➀共通支配下の取引により企業集団内を移転する資産および負債は、原則として、移転
前に付された適正な帳簿価額により計上する。 
➁移転された資産および負債の差額は、資本として処理する。 
➂移転された資産および負債の対価として取得する株式の取得原価は、当該資産および
負債の適正な帳簿価額による純資産額に基づき算定する。 
連結財務諸表上では、内部取引としてすべて消去する。 
しかし、当時の日本基準にしたがえば、持分の結合のみなすことのできる企業結合に対
する持分プーリング法の適用は、国際的な会計基準の間の差異の象徴的な存在とみられ、
国際的な評価の面で大きな障害となっていると認識されるようになった（70 項）。そのよ
うのなか、日本の企業会計基準委員会（以下、Accounting Standards Board of Japan : ASBJ
という）と IASB は 2007 年に、共同で「東京合意」を公表し、そこでは、「2008 年まで
の短期コンバージェンス・プロジェクトとして、持分プーリング法の廃止を含める 5 つの
項目についての審議を始めた」（64 項）とされている。これを受け、ASBJ は 2007 年 12
月に、「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」を公表し、2008年 6月には「企業結
合に関する会計基準（案）」を公表した。その後、同公開草案に寄せられたさまざまな意見
を参考に修正を加えたうえで、2008 年 12 月、日本基準第 21 号（「企業会計基準第 21 号
「企業結合に関する会計基準」）が公表されることとなった（64 項）。  
2008 年に公表された日本基準第 21 号は、意見書に比べて、大きな変更点がある。それ
は、「従来持分の結合に該当した企業結合のうち、共同支配企業の形成以外の企業結合につ
いては取得となるものとして、パーチェス法により会計処理を行うこと」（70 項）が求め
られているようになった点である。この結果、共同支配企業の形成および共通支配下の期
取引を除く企業結合の会計処理として、持分プーリング法の使用は認められないこととな
った。このように日本基準第 21 号では、SFAS第 141 号および IFRS第 3号と同様、共通
支配下の取引や共同支配企業の形成以外の企業結合については、持分プーリング法が廃止
され、パーチェス法に一本化された。 
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また、2013年 9月に、日本基準第 21 号の最終改正版8も公表されているが、本稿が検討
の対象としている共通支配下の企業結合を除く企業結合への持分プーリング法の適用の禁
止および共通支配下の取引の会計処理に関して変更は加えられていない。 
 
2.2.2 現行基準 
上述のとおり、日本の現行基準である日本基準第 21 号は、SFAS 第 141 号および IFRS
第 3号と同様、共同支配の企業の形成および共通支配下の企業結合以外の企業結合に対す
る持分プーリング法の適用を廃止している。ただし、基準の適用範囲からみれば、日本基
準第 21 号と SFAS第 141 号および IFRS第 3号の間に、異なる点が存在している。それは、
共通支配下の企業結合等を基準の適用範囲に含めているか否かという点である。日本基準
第 21 号では、「企業結合の対象として、経済的に独立した企業同士の取引に限定すること
なく、法的に独立した企業同士の取引を対象としているため、企業集団内における合併、
吸収分割、現物出資等の取引（共通支配下の取引）が含まれる」（118 項）とされ、「共同
支配企業と呼ばれる企業体を形成する取引および共通支配下の取引等も本会計基準の適用
対象とする」（3 項, 66 項）とされている。 
そのうち、共同支配企業とは、「複数の独立した企業により共同で支配される企業をい
い」、共同支配企業の形成とは、「複数の独立した企業が契約等に基づき、当該共同支配企
業を形成する企業結合をいう」（11 項）とされている。また、共通支配下の取引とは、「結
合当事企業（又は事業）のすべてが、企業結合の前後で同一の株主により最終的に支配さ
れ、かつ、その支配が一時的ではない場合の企業結合をいう。親会社と子会社の合併及び
子会社同士の合併は、共通支配下の取引に含まれる」（16 項）とされている。 
会計処理方法からみれば、共同支配企業の形成および共通支配下の取引同じく、持分プ
ーリング法に準じた処理方法が適用されている。具体的な会計処理は次のように規定され
ている。日本基準第 21 号にしたがえば、「共同支配企業の形成において、共同支配企業は、
共同支配投資企業から移転する資産および負債を、移転直前に共同支配投資企業において
付けされていた適正な帳簿価額により計上」するとされている（38 項）。また、共通支配
下の取引の会計処理について、「共通支配下の取引は、親会社の立場からは企業集団内にお
ける純資産などの移転取引として内部取引と考えた。このため、連結財務諸表と同様に、
個別財務諸表の作成にあたっても、基本的には、企業結合の前後で当該純資産等の適正な
                                                 
8 以下、共通支配下の取引および会計処理方法に関する内容は 2013 年最終改正版に従う。 
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帳簿価額により計上する」（119項）とされており、すなわち、持分プーリング法に準じた
会計処理することが求められている。 
そのうち、個別財務諸表上は次のように処理される。「共通支配下の取引により企業集
団内を移転する資産および負債は、原則として、移転直前に付されていた適正な帳簿価額
により計上する。また、移転された資産および負債の差額は、純資産として処理する。そ
して、移転された資産および負債の対価として交付された株式の取得原価は、当該資産お
よび負債の適正な帳簿価額に基づいて算定する」（41-43項）とされている。連結財務諸表
上の会計処理については、内部取引としてすべて消去するとされている（44 項）。 
 
 
図表 2.2 共通支配下の取引の当事者 
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出所: 市川（2004b）p.119 
また、詳細な会計処理は「会計基準適用指針第 10 企業結合および事業分離等に関する
適用指針」（以下、適用指針という）においても定められている。適用指針にしたがえば、
共通支配下の取引は主に（1）親会社と子会社との組織再編、および（2）子会社間の組織
再編の 2つに分けられ、組織再編の形式に応じて、それぞれに会計処理方法が規定されて
いる（適用指針, 204 項）。市川（2004b）では、共通支配下の取引に該当する企業のイメ
ージは図表 2.2のようにされており、「そのうち、親会社を頂点とする企業集団内における
親会社 
子会社 子会社 
子会社 
子会社 
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会社としては、親会社と子会社しかいないこととなる。このため、共通支配下の取引の組
み合わせとしては、➀親会社と子会社の企業結合であり、➁子会社同士の企業結合取引が
考えられる」（市川 2004, p.120）とされている。 
また、本稿の検討対象である共通支配下の取引における「同一の株主」の判断について
は、適用指針でも定められており、「同一の株主により支配されている会社の判定にあたっ
ては、ある株主と緊密な者（自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係
があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者をいう）お
よび同意している者（自己の意思と統一の議決権を行使することに同意している者をいう）
が保有する議決権を合わせて、結合当事企業（または事業）のすべてが、企業結合の前後
で同一の株主により最終的に支配されているかを実質的に判定する」（適用指針, 202項）
とされている。 
 
2.3 中国基準 
中国の企業結合会計基準である CAS 第 20号では、パーチェス法（取得法）への一本化
という国際的な流れ逆行して、「持分プーリング法」の会計処理を基準に取り入れている。
本節では、中国の企業結合会計基準における持分プーリング法の適用および共通支配下の
企業結合に関して、いかなる変遷があるのか、現行基準はいかなる状況にあるのかを確認
していく。 
 
2.3.1 会計処理方法の変遷 
中国では、従来、包括的な企業会計基準というものは存在していなかった。CASが公表
される以前には、「工業企業会計制度」、「農業企業会計制度」、「不動産業企業会計制度」、
「保険会社会計制度」9といったように産業ごとに計 14 種1 0の会計制度が存在していた。当
然のことながら、企業結合のみを取扱うような専門の会計基準書も存在していなかった。 
当時の企業結合の会計実務は、主に財政部から 1996年 8 月に公表された「企業合併に 
関する財務上問題の暫行規定」11および 1997 年 8月に公表された「企業合併会計処理問題
                                                 
9 2008 年 1 月 15 日により廃止になった。  
1 0 14 種類というのは、製造、商業、運送、航空運送、鉄道運送、不動産開発、農業、金融、保険、
リース、建築、旅行・飲食、郵政、対外経済合作企業がある（Huang&Ma2004, p91）。 
1 1  中国語「关于企业合并的财务问题的暂行规定」という。  
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暫行規定」12（以下原規定13という）、「連結財務諸表暫行規定」、「具体的な会計準則の実行
および株式会社会計制度に関する会計問題の解答」、「企業会計制度」（2001 年）における
長期投資の規定にしたがって実施されていた。そのほか、中国証券監督管理委員会（以下、
証監会という）から公表されていた「上場会社収購管理方法」（2002年）等の規定も存在
している。そのうち、財政部から公表されていた核規定は主に国有企業を対象としており、
証監会から公表されていた規定は上場会社企業合併のディスクロージャーに関するもので
ある。現在では、これらの規定は、CAS 第 20 号が適用されていない企業に適用されてい
る（李 2007, p. 29）。 
また、中国における企業結合に関する規定、持分プーリング法の適用と共通支配下の企
業結合の取扱いは、CAS 第 20 号までいかなる経緯があるのかを明確にするために、原規
定の会計処理について、以下で紹介しておきたい。 
まず、「原規定」によれば、「結合の当事者は、主に国有企業を対象としている。企業結
合は、当該規定に従って行われる。これ以外の企業は、企業結合にあたって、本規定に参
考して行われる」（原規定, 六項）とされている。 
また、企業結合の会計処理については、「結合企業は、被結合側が法人格を失う場合に
は、被結合側の資産、負債に対する評価を行う。企業結合のコストが評価額より大きな場
合には、その差額はのれんとして計上される。一方、被結合側の法人格が残っている場合
には、被結合側の資産は結合側の長期投資として計上される。そして、結合企業は結合日
に貸借対照表を作成しなければならない」（原規定, 三(二)）と規定されている。それとと
もに、被結合側の会計処理も示されており、次のステップで会計処理を行うこととされて
いる（原規定, 三(一)）。 
① 企業の資産、負債を清算する前に、財務諸表を作成なければならない。 
② 企業は資産、負債の清算を行い、その後、財務諸表の調整を行われなければならない。 
③ 資産、負債の評価が行なわれ、評価の結果によって、貸借対照表の帳簿価額に対して
調整しなければならない。 
④ 結合日に、貸借対照表を作成しなければならない。 
「原規定」では、「パーチェス法」という呼称は存在していないものの、上述の会計処
理方法からわかるように、「パーチェス法」にしたがって会計処理されるものと考えられる。
                                                 
1 2 中国語「企业合并会计处理问题暂行规定」という。 
1 3「原規定」というのは、今日 CAS に適用しない企業は原規定を適用しているからである。  
18 
 
持分プーリング法については、その呼称も類似の会計処理も存在していない。 
中国において、実際に企業結合に持分プーリング法が用いられるようになったのは、
1998 年の清華同方と鲁颖電子との株式交換による企業結合の案件であるとされている。そ
れに、1998年から 2003年 12月にかけて、中国の証券市場で行われた企業結合は計 16件
であった。そのうち、清華同方と鲁颖電子の結合をはじめとする 16件の会計処理すべてが
次のように行われていた。「この 16件の企業結合がすべて株式交換で行われた企業結合で
あるため、企業結合により取得した資産および負債は、結合日における被結合企業の帳簿
価額に基づき測定され、いわゆる持分プーリング法で処理されていた。」（李 2007, p. 29）
とされている。 
その後、中国では、経済発展の状況および国際的な会計基準のコンバージェンスに対応
するかたちで、2006年に中国財政部1 4から CASである中国新企業会計準則が公表された。
同年、実務上の問題に対応するために、CASに関する「新会計準則ガイドライン」および
「新会計準則疑問解釈」、「新企業会計準則釈疑1 5」(以下、CAS釈疑という)も次々と公表さ
れた1 6。CAS は 2007 年 1 月 1 日より上場企業に適用されるようになったが、そのなかで
企業結合に関する会計処理が CAS第 20号で取り扱われている。CAS第 20号の設定の背
景と理由として、次の 3 点が挙げられている（CAS釈疑, p. 342）。 
（1）以前の会計処理方法に関する規定は、すでに経済発展の状況に適合できないこと 
（2）異なる会計処理方法は利益に重大な影響を与え、また企業結合に関する会計情報の
比較可能性が損なわれることになり、さらには投資者も企業結合に使われる会計処理
方法を理解しにくいこと 
（3）企業結合に関する会計処理方法に混乱が生じるため、株式市場において、合理的に
投資することが難しくなっていること 
これらの理由から、包括的な企業結合会計基準が必要と判断され、2006 年に公表され
た CAS において、企業結合の会計処理が取り扱われることになった。 
 
2.3.2 現行基準 
中国における企業結合の会計処理を取り扱っている現行基準である CAS第 20号によれ
                                                 
1 4 日本の財務省に相当する。 
1 5釈疑というのは、基準の内容に対して詳しく説明するという意味である。 
1 6 その後、現実にはさまざまな状況を応じて、中国財政部により、『企業会計準則講解 2011 
および『企業会計準則講解 2012』も公表された。 
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ば、「企業結合とは、2社以上の単独企業を結合し 1 つの報告主体を形成させる取引または
事象をいう」（CAS 第 20号, 第 2 条）17とされている。 
そのうえで、企業結合は「共通支配下の企業結合」および「非共通支配下の企業結合」
という 2つの種類に分類されている（CAS第 20号, 第 2条）。そのうち、共通支配下の企
業結合とは、「各結合当事企業が、企業結合の前後で同一当事者18または同一の複数の当事
者により最終的に支配され、かつ当該支配が一時的ではない場合の企業結合を言う」（CAS
第 20号,第 5 条）とされ、非共通支配下の企業結合とは「各結合当時企業が、企業結合の
前後で同一企業または同一の複数の企業により最終的に支配されていない場合の企業結合
という」（CAS20号, 第 10条）とされている。また、CAS第 20号にしたがえば、共通支
配下の企業結合と非共通支配下の企業結合は、それぞれ原則として、持分プーリング法お
よびパーチェス法により処理されることが求められている（CAS 第 20 号, 第 6 条, 第 11
条）。 
また、本論文の検討対象である共通支配下の企業結合の範囲については、CAS釈疑では、
「通常、同一集団に属している各子会社の間の結合および親会社と子会社の結合は、共通
支配下の企業結合に該当している。広義的には、同じ国有資産監督管理部門により管理さ
れる国有企業の間の企業結合は、すべて共通支配下の企業結合に該当している」（CAS 釈
疑, pp. 344-348）と解釈されている。 
共通支配下の企業結合に関して、具体的な会計処理は次のようになっている。まず、個
別財務諸表上の会計処理に関して、「結合企業が、企業結合により取得した資産および負債
は、結合日における被結合企業の帳簿価額に基づき、測定しなければならない。結合企業
が取得した純資産の帳簿価額と支払った結合の支払対価の帳簿価額（または発行した株式
の額面総額）との差額については、資本剰余金を修正しなければならず、資本剰余金が差
額と相殺するには不十分である場合、留保利益を修正する」（CAS第 20号, 第 6条）と規
定されている。また、連結財務諸表上の会計処理に関して、「結合により親会社の関係が形
成された場合、親会社は、結合日の連結貸借対照表、連結損益計算書、および連結キャッ
シュ・フロー計算書を作成しなければならない。連結貸借対照表における被結合側の各資
産、負債は、その帳簿価額に基づき測定しなければならない（CAS 第 20 号, 第 9 条）と
                                                 
1 7  本論文では、CAS20 号における規定の日本語訳は近藤弘監修『中国新企業会計準則』（日本語版）
に従うものである。 
1 8 近藤『中国新企業会計準則』日本語版において、中国語の「一方」を「企業」と訳したが、筆者
は「一方」の範囲は企業しか限られないため、「当事者」と訳した。 
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されている。さらに、これに関連して、CAS における第 33 号連結財務諸表（以下、CAS
第 33 号という）でも、次の規定が定められている。 
➀親会社は、報告期間内に共通支配下の企業結合により増加した子会社について、連結貸
借対照表の作成時に連結貸借対照表の期首残高を修正しなければならない19（CAS第 33
号, 17 条） 
➁親会社は、報告期間内に共通支配下の企業結合により増加した子会社について、当該子
会社の企業結合年度の期首から報告期間末までの収益、費用、利益を連結財務諸表に含
めなければならない。（CAS第 33 号, 22 条） 
また、企業結合の形式に応じて、詳細な処理方法が次のように行われる（CAS 釈疑
pp.345-346）。 
➀株式交換または株式移転による合併の場合には、結合側の個別財務諸表上において、
長期持分投資として反映すべきである。 
➁吸収合併および新設合併の場合には、結合側は結合日に被結合側の資産、負債を帳簿
価額で引継ぎ、支払対価の帳簿価額と取得した純資産の帳簿価額との間に、差額がある場
合に、資本剰余金および留保利益を調整すべきである。 
なお、「被結合側が採用している会計方針が結合側と一致しておらず、本準則の規定に
基づき修正を行った場合、その修正後の帳簿価額に基づき測定しなければならない」（CAS
第 20 号, 第 9 条）とも規定されている。したがって、共通支配下の企業結合に対して、
持分プーリング法 による会計処理が求められているのである。 
最後に、共通支配下の企業結合の開示に関しては、CAS第 20号によれば、「当該共通支
配下の企業結合の情報を注記にて開示を行う」（CAS 第 20 号, 第 18 条）とされている。
開示情報には、「共通支配下の企業結合に属すると判断した根拠、支払対価の状況、被結合
側の資産、負債の前会計期間の貸借対照表日時点および結合日時点における帳簿価額、結
合後に処分されたまたは処分予定である被結合側の資産と負債の帳簿価額、処分価格」等
の情報の提供が要求されている（CAS第 20号, 第 18条）。以上は現行基準である CAS20
号の状況である。 
中国において、企業結合に関する各規定および会計処理は、「原規定」から CAS 第 20
号まで図表 2.2 のように変更されている。まず、原規定では、企業結合の分類が求められ
ておらず、結合側については基本的にはパーチェス法に基づき処理されていたと考えられ
                                                 
1 9非共通支配下の企業結合も同じ処理が行われる（CAS 第 33 号, 17 条）とされている。  
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るが、ただ、持分プーリング法の適用に関する規定が一切ないにもかかわらず、上述した
ように会計実務では、パーチェス法以外に持分プーリング法が用いられていたが、会計基
準上には、具体的な会計処理は規定されていない。これに対して、CAS 第 20 号では、被
結合側の会計処理は定められていないものの、企業結合を「共通支配下の企業結合」と「非
共通支配下の企業結合」に分類し、前者には持分プーリング法を、後者にはパーチェス法
を適用することが求められている。 
 
 
図表 2.3 原規定および CAS20 号における規定の比較 
         基準 
比較項目 
原規定 CAS 第 20 号 
企業結合の分類 分類なし 共通支配下と非共通支配下
で分類 
結合当事者双方の会計 
処理規定の有無 
結合側の規定あり 
被結合側の規定あり 
結合側の規定あり 
被結合側の規定なし 
結合側の会計処理  共通支配下：持分プーリング
法 
非共通支配下：パーチェス法 
出所：CAS 釈疑, p. 347（中国語版）に基づき筆者作成。 
 
 
2.4 まとめ 
本節では、上述の企業結合に関する主要な会計基準である SFAS第 141号、IFRS第 3号、
日本基準第 21 号および CAS 第 20 号における共通支配下の企業結合の取扱いとその会計
処理を比較すると、図表 2.3 となる。まず、図表 2.3 のように、各基準間の形式上の相違
点として以下の点が挙げられる。 
第 1 に、各基準の適用範囲により、共通支配下の企業結合の基準上の取扱いが異なる。 
この相違点が生じる理由は、企業結合の実態に対する考え方が異なるからだと考えられる。
SFAS第 141 号および IFRS第 3号は、経済的実質を重視し、共通支配下の企業結合を内部
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取引とみなすため、企業結合会計基準で取り扱っていない。たとえば、IFRS第 3号では、
共通支配下の企業結合の定義のみが定められている。他方、日本基準第 21 号は経済的実質
に限らず法的実質も重視しているため、共通支配下の企業結合の定義および会計処理方法
を基準内で取り扱っている。CAS第 20号は、中国における企業の形態を配慮し、経済的
な実態を反映できるため、共通支配下の企業結合を基準の適用範囲に取り入れているもの
と考えられる。 
 第 2に、共通支配下の企業結合の会計処理に関する規定が異なる点が挙げられる。SFAS
第 141 号では、共通支配下の企業結合は内部取引とみなすという点を明確にしているため、 
 
 
図表 2.4 共通支配下の企業結合に関する各国基準の比較 
会計基準 
 
相違点      
 
IFRS 第 3 号 
 
SFAS 第 141 号 
 
日本基準第21 号 
 
CAS 第 20 号 
 
基準上の取扱い 
 
適用範囲外 
 
 
適用範囲外 
 
適用範囲内 
 
適用範囲内 
 
会計処理方法 
 
明確な規定なし 
内部取引として
処理 
持分プーリング
法に準じた方法 
 
持分プーリング
法 
持分プーリング
法の適用の論拠 
内部取引とみな
されるため（企
業結合の範囲に
も含まれない） 
内部取引とみな
されるため 
 
内部取引とみな
されるため 
 
➀適正な公正価
値が算定できな
いため 
②結合当事者の
意思によらず、
取得とみなされ
ないため 
出所：各基準の規定に基づき、齋藤（2008,p5）・山内（2013,p168）に参照し、筆者作成。 
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内部取引にかかわる会計処理で処理される。IFRS 第 3 号では、共通支配下の企業結合は
適用範囲外とされるため、会計処理が定められていない。一方、日本基準第 21 号では、持
分プーリング法という名称は使われていないが、具体的な会計処理からみれば、共通支配
下の企業結合は持分プーリング法に準じた方法で処理されている。また、CAS 第 20 号は
持分プーリング法を用いて処理されていることがわかる。 
図表 2.4 で示しているように、形式面の相違は、取扱われている基準の違いであり、会
計処理方法の呼び方の違いであり、本論文の検討対象である共通支配下の企業結合の会計
処理方法については、4 つの基準すべて同じような会計処理が求められているものと考え
られる。 
しかし、内容面に関しては、中国基準である CAS第 20号とその他の国際的な基準で大
きく異なる点として、共通支配下の企業結合の会計処理方法として持分プーリング法（ま
たはそれに準じた会計処理）が認められ、論拠をあげることができる。国際的には、共通
支配下の企業結合は内部取引とみなされ、親会社の立場からみると、企業集団内部にある
各当事者の資産、負債の移転に過ぎず、集団全体の利益には影響はないため、持分プーリ
ング法（またはそれに準じた会計処理）による会計処理が認められている。それに対して、
CAS 第 20 号では、持分プーリング法を適用する主たる理由は、➀適正な公正価値が算定
できないこと、および➁企業結合の行為が結合当事者の意思によらないため取得とみなさ
れないことにある。 
また、共通支配下の企業結合とみなされる取引の範囲は、共通支配下の企業結合につい
て明確に規定している日本基準第 21 号と CAS第 20号で大きく異なる。日本基準第 21 号
によれば、「親会社と子会社の合併及び子会社同士の合併は、共通支配下の取引に含まれる」
（日本基準第 21 号, 16項）と明示されている一方、CAS第 20号では、共通支配下の企業
結合の具体的な内容は明示されておらず、実務上の判断については、CAS 釈疑では、「同
一集団に属している各子会社の間の結合、親会社と子会社の結合、および同じく国家国有
資産監督管理部門により管理される国有企業の間の企業結合は、共通支配下の企業結合に
該当する」（CAS釈疑, p. 345）と述べられている。そのうち、同じく国有資産監督管理部
門により管理される国有企業間の企業結合は、陶（2011）によれば、「政府主導下の企業
結合といわれるものである」（陶 2011, p. 61）とされている。したがって、日本基準第 21
号をはじめ、主要な会計基準と比べて、CAS 第 20 号における共通支配下の企業結合の範
囲はかなり広いものと考えられる。 
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このように、形式上には、4 基準では共通支配下の企業結合に同じような会計処理を求
めるが、当該会計処理を適用する論拠および「共通支配下の企業結合」に含められる取引
の範囲に目を向けると、CAS 第 20 号とその他の国際的な会計基準とは大きく異なってい
ることがわかる。なぜこれらの違いがもたらされるのか、そして中国における企業結合に
関する会計実務はどうなっているのかという点については、第 3章以降で詳細に検討して
いく。 
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3. 中国における持分プーリング法適用の論拠 
本章では、中国基準において持分プーリング法が用いられている論拠を検討する。その
検討にあたっては、まず企業結合の会計処理として持分プーリング法がこれまではいかな
る状況で、なぜ認められてきたのかという点について明確にする。そのうえで、中国にお
ける企業の実情を踏まえ、中国において共通支配下の企業結合に持分プーリング法が適用
される理由について考察する。 
 
3.1 持分プーリング法適用の歴史的な論拠 
本節では、そもそも、持分プーリング法の適用はいかなる理論に基づいたものであるか。
この方法をいかなる企業結合に適用すべきかについて、本節では考察する。 
伊藤（2012）によれば、持分プーリングというのは、1940 年代アメリカの公共料金訴
訟で連邦電力委員会が使った用語であるとされている。そこでは、企業結合にあたって、
事業内容、利害関係者の関係の実態が変わらない状況を表すために用いていたとされてい
る。当時、主に株価交換による企業結合の数が増えたとともに、持分プーリング法は会計
実務ではよく使われていたが、基準には明確な規定されていなかった。1950年に、AIA に
よる ARB 第 40号の公表により、持分プーリング法は会計基準上で認められることになっ
た。ARB 第 40号では、持分プーリング法とパーチェス法を使い分ける上での最も重要な
点は、持分の継続がみられるか否かを判断することにあった。つまり、持分も継続がある
場合には、持分プーリング法を用いることが求められていたのである。ARB 第 40号では、
持分が継続していることの判断規準として、次の 3 点が挙げられている（伊藤 2012, pp. 
569-573）。 
① 相対的に規模が同じである会社間の合併 
② 経営陣あるいは経営統制力に継続性がある合併 
③ 経営活動が同じか、あるいは相互補完的である会社間の合併である。 
当時、会計処理方法の選択は企業結合の分類により決まる。中川（1973）によれば、ア
メリカにおいて、第 2次大戦前、会社法上、合併を吸収合併および新設合併と分類されて
いた。第 2次大戦後、所有が継続するか否かにより買収と持分プーリング法の分類がなさ
れていた（中川 1973, p. 5）。また、APBO 第 16号でも、「戦後、企業結合の分類の重点は、
法的形態から旧会社所有者の継続と新所有者との区別の問題に移された。持分プーリング
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法とパーチェス法は、それぞれ所有権者の継続の場合と所有権者が新しくなる場合に使わ
れていた。この 2つの会計処理を比べると、結合時に帰する金額と合併企業の報告利益の
額が重要な相違点と思われる。そのうち、持分プーリング法の不可欠な要素は繰り越すこ
とである」（APBO 第 16 号, paras. 9-10）とされている。 
 また、その後の公表された ARB 第 48号では、持分プーリング法の適用条件として、営
業継続性の基準、経営陣継続性の基準、および規模基準の 3つの規準が示されている。同
方法はこれらの条件を満たす企業結合に対してのみ認められてきたのである。しかし、伊
藤（2012）によれば、ARB 第 40号でも、ARB 第 48号であっても、それぞれの規準が実
務であまり機能せず、満たさないことおよび各判断条件間の相対的な重要性について明示
されていないことにより、会計処理方法の濫用はまた続いた」（伊藤 2012, pp. 569-571）。 
1970 年代に入ると、ARB 第 40 号および第 48 号の実務上での濫用への対応として、 
APBO 第 16号は公表された。そのなか、持分プーリング法の概念、適用条件がより詳細に
定められている。  
中川(2000)によれば、「APBO第 16号が公表される前、買収と持分プーリングの区別は、
合併当事会社の所有関係が合併会社にそのまま引き継がれるか否かを基準にして行われた。
合併当事会社の純資産が現金その他の資産または社債と引き換えに取得されるとき、当該
被取得会社の普通株主は合併会社において、株主たる地位を失うことになるので、このよ
うな合併は買収とされ、株式交換により合併が行われるときは、合併当事会社の普通株主
は合併会社においても引き続き株主としてとどまるがゆえに、このような合併は持分プー
リングとされた。しかし、支払方法はもっと複雑になると、上述のような分類基準では対
応できなくなった」とされている(中川 2000, p. 116)。 
APBO 第 16号によれば、「特殊な条件を満たす企業結合において、持分プーリング法の
会計処理方法が必要とされる。この特殊な条件を満たす企業結合については、新しい会計
処理の基準はゆるされず、結合会社の資産および負債はその帳簿価額により結合される。
他のすべての企業結合は一会社による一つもしくは二つ以上の会社の取得として会計処理
されなければならない」（APBO 第 16号, para. 8）とされており、結論として、「パーチェ
ス方式と持分プーリング方式はともに認められるが、同じ内容の企業結合においては、ど
ちらをとってもよいというものではない」（APBO 第 16号, para. 8）とされている。また、
2 章で取り上げたように持分プーリング法の適用条件として、APBO第 16号では、3種類
計 12 個の条件も規定されている。12 個の条件をすべて満たす企業結合のみに、持分プー
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リング法の適用が認められている。たとえ 1 個だけ満たさない場合には、パーチェス法に
よる会計処理が求められている（APBO 第 16 号, para. 45）。 
持分プーリング法の概念について、次のような説明がなされている。「持分プーリング
法が適用される取引は、本質的には株主グループ間の協定であると考えられている」
（APBO 第 16 号, para. 29）。 
また持分プーリング法の適用の経緯については、「持分プーリング法の原始概念は持分
権の連合であり、実務において、この方式が広がるとともに修正されてきた。最初、持分
プーリング法は、関係会社の結合の会計処理に適用され、次いで同一規模の非関係会社の
所有者持分の結合に拡大されていた（APB16号, para. 13）とされている。このように、持
分プーリング法が登場した当初は、関係会社の企業結合すなわち共通支配下の企業結合に
限定されて適用されていたものが、次第に同一規模の非関係会社間の企業結合にも用いら
れるようになったとされている。 
そして、株主グループ間の協定あるいは持分権の連合の判断基準は、合併対価の種類に
よる判断規準へと入れ替わっていたともされている。たとえば、APBO 第 16号によれば、
持分プーリング法の会計処理は、現金、その他資産、負債を伴わないで株式の交換をする
ことにより行われた企業結合についてのみ適用されていたとされている。現金の支払い、
その他の資産の配分もしくは負債を負うことにより行われた企業結合にパーチェス方式を
適用することは問題とされていなかった。かくして、持分証券の交換によって主に実施さ
れる企業結合が、この 2つの会計処理方法の選択という問題を提起していた（APBO第 16
号, para. 15）とされている。このようにして合併対価の種類が普通株式であるか否かとい
うことが、パーチェス法と持分プーリング法を使い分ける規準となっていた。 
ただし、「普通株式の発行されたほとんどの企業結合に適用されているが、企業結合に
おける新しい種類の複雑な株式が発行されており、またいくつかの企業結合の契約におい
ては、特殊の事態ないしは状況に際して追って株式の発行がなされることがあることを定
めている」（APB16 号, para. 13）とされている。 
山田(2012)によれば、株式交換による合併のイメージは図表 3.1 のようになっている。 
斎藤(2001)では、「この株式交換により、合併会社株主と被合併会社株主とが株式を交換し
ただけであり、つまり、株主間の取引と考えられる。この場合に、合併当事会社はいずれ 
も事実上継続しているとみなされ、持分プーリング法が適用されてきた。それに対して、
株式交換により、合併会社が被合併会社の資産・負債を取得し、つまり、会社間の取引と 
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図表 3.1 株式交換による合併のイメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：山田(2012), p.113 
 
 
考えられる。この場合に、被合併会社の継続性が中断されたとみなされ、パーチェス法が
適用されてきた」（斎藤 2001, p. 18）とされている。 
（２つの方法が併存することにより、それぞれ実態にしたがって使い分けられると思われ
るものの、２つの方法の間で恣意的な選択することにより、財務諸表の比較可能性が損な
われていることが生じる 山田 2012, p. 114） 
中川（1973）は「支払方式がもっと複雑になってくると、このような基準をもってして
は分類が困難となる。例えば、転換社債または転換株式による支払いあるいは現金による
一部支払いなどの場合、さらには、株式を発行して資金を調達し、その資金で被取得会社
を買収する場合、または現金を支払って、自己株式を取得し、これを合併に際して相手に
交付する場合など、2つの会計処理方法の選択は問題となった」（中川 1973, p. 16）とされ
ている。企業結合の会計処理方法の選択にあたって問題となるのは、対価の立場から株式
交換方式のときである。 
持分プーリング法を適用する企業結合に関するより本質的な議論は、再び「株主グルー
プ間の協定あるいは持分権の連合」といったものに帰着するものと考えられる。たとえば、
日本では、持分プーリング法は「人格同一説」に対応する企業結合の会計処理方法である
と認識されている。伊藤（2012）では、「持分プーリング法の下で、被合併会社の株主は、
合併会社株主 被合併会社株主 
合併会社 被合併会社 
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合併の際、これまで保有してきた株式に代わり、合併会社の株式を新たに交付される。こ
れによって、被合併会社の株主は合併会社の株主となり、合併会社に対する持分を取得す
ることになる。結果、彼らはもとから合併会社の株式を持っていた株主と合併後の会社に
対して持分を共有することになる」（伊藤 2012, p. 582）とされ、「このような考え方に基
づき、持分プーリング法の下で、被合併会社の資産・負債が簿価のままで、資本金、資本
剰余金および利益剰余金がそのままで、合併会社に引き継がれるという特徴をもつ」（伊藤
2012, p. 569）とされている。 
西川（2012）では、「のれんを資産計上しない方法の代表は持分プーリング法であるが、
持分プーリング法は、取得法と異なる経済的な実態をもつ結合に対応するものと位置づけ
られてきた」（西川 2012.p.45）と指摘している。 
つまり、株式交換により行われた企業結合に対して、パーチェス法と持分プーリング法
のいずれを用いるのかという問題は、取引そのものの性格についての異なった見方から生
じるとされているのである。ある企業結合に持分プーリング法の適用を認める者は、当該
企業結合を行うための株式の交換が本質的には結合される株主グループ間の取引であって、
そのものを巻き込まないものと考えている。一方、パーチェス法を認める者は、対価とし
て会社が株式を発行したのであると考えている。対価は独立当事者間の契約により決まっ
たもので、取得した会社はこの増加した資産を取引した価額、つまり時価で計上されると
されている（APB16号, para. 16）したがって、企業結合に対する異なる見方こそが、会計
処理方法を決めるということである。 
川本（2004）は、「企業結合会計処理方法として、パーチェス法および持分プーリング
法を使い分けていたのは、取得と識別できる企業結合には、パーチェス法が適用され、結
合の持分の企業結合には持分プーリング法が適用された。そのうち、持分プーリング法が
適用される根拠は、「持分の結合」であると指摘している（川本 2004, pp. 42-44）。 
ただし、株式交換による企業結合という点は、持分プーリング法を用いるべき企業結合
か否かを判断するうえで重要な要素にはなり得ると考えられる。たとえば、APBO 第 16
号では次のように説明されている。「普通株式の発行によりなされた企業結合は、会社資産
が株主に対して、全く払い出されず、また株式発行会社の純資産は結合会社の普通株式を
受け取った株主の旧会社の純資産によって増加したという 2点で、パーチェス法とは異な
ると考えられる。会社の株式はその会社の資産ではないから、企業結合においては新規資
本増加もなければ、持分権者が資本を引き上げることもなかったことになる。したがって、
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結合企業の構成員の純資産には手をつけずそのまま残り、ただ結合されたことになる。す
なわち株主グループはそっくりそのまま残り、ただ結合されたのである。財産増額がかわ
らないので、収益の総計も変わらない。つまり、個々の会社の取得価額と収益とは適切に
結合される。株式の交換によりなされた企業結合においては、株主グループが共同して以
前のビジネスを継続し、収益の流れを流れ続かせる新しい企業主体を形成するために、財
源と能力と危険負担を結集する。構成員たる株主グループによる危険負担への参加は、株
式の交換による企業結合の重要な要素である。持分権のプールにより、各グループは以前
の投資に関する危険の要素の保持を続け、相互に危険と利益を持ち合うのである」(APBO
第 16 号, para.28 )とされている。 
また、「持分プーリング法の場合、各株主グループは前に有していた資産についての権
利を放棄するが、前に有していた資産の一部およびその他の資産を譲り受ける。この種の
企業結合の明らかな例は、両グループが株式を引き渡して新会社の株式を受け取る場合で
ある。グループの 1 つの会社が他の会社の株式と交換に株式を発行する場合にも取引の本
質は変わらない」（APBO 第 16号, para. 30）とされており、共通支配下の企業結合が持分
プーリング法を適用すべき企業結合の典型例であることが示されている。 
持分プーリング法の特徴について、APB16 号では、次の説明がなされている。「持分プ
ーリング法では、企業結合は持分証券の交換による 2つもしくはそれ以上の会社の所有者
持分の結合であるとして会計処理する。構成要素の財産の流出なしに結合が果たされたの
であるから、企業取得ということは考えられない。所有者持分は継続し、前の会計処理の
基準は守られる。構成員に記帳された資産、負債は記帳価額で結合会社に繰越される。結
合会社の収益には結合の行われた財務期間全体の構成員の収益が含まれる。構成員の以前
の期の計上収益は結合され、結合会社の収益として再報告される」（APB16号, para. 12）
と述べている。したがって、以上の説明から、持分プーリング法が適用される企業結合は
次の特徴を有している。 
1、対価の支払方式は持分証券の交換であり、所有者の持分の結合である。 
2、構成要素の財産の流出はない。 
3、所有者の持分は継続される 
4、帳簿価額で引継ぎは、資産、負債が被結合側から結合側への繰越である。 
5、結合後、結合側の利益には、被結合側の利益は含まれている。 
このような持分プーリング法の特徴からみれば、なぜこの方法が共通支配下の企業結合
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に適用されるのかが分かる。それは、共通支配下の企業結合が同じ企業集団グループにお
ける企業同士の間で行われるため、親会社にとって、財産が企業集団外部に流れない。つ
まり、武田（1982）では指摘されているように、「関係会社は最初から 1 つの経営組織を
構成しているのだから、法的に改めて合併したところで、その経営組織の実質に変化はな
い」（武田 1982. pp. 70-77）。それゆえ、この方法は共通支配下の企業結合に適用すること
が認められている。 
 このようにして、持分プーリング法は米国基準あるいは国際会計基準、日本基準の現行
基準が登場する以前まで、「持分の結合」と考えられるような取引に認められてきたのであ
る。しかし、米国基準あるいは国際会計基準では、そういった「持分の結合」と考えられ
るような取引は極めて希少であり、ほぼすべての企業結合が「取得」と捉えられることか
ら持分プーリング法の適用を廃止したのである。また、日本基準においても、国際的な会
計基準のコンバージェンスの名のもとで、共同支配企業の形成または共通支配下の企業結
合を除く、企業結合の会計処理方法として持分プーリング法が基準内に明確に規定され、
残されているのであろうか、その点を次節で考察していく。 
 
3.2 中国における持分プーリング法の適用の根拠 
前節では、持分プーリング法の適用の歴史的な論拠を考察し、この方法を適用すべき企
業結合は「持分の結合」と考えられる企業結合であり、その典型例が共通支配下の企業結
合であることを確認した。しかしながら、中国基準で、共通支配下の企業結合に持分プー
リング法が適用される論拠や理由は、これと同じ論拠に沿ったものなのであろうか。それ
とも、異なる理由によるものなのであろうか、本節では、中国における持分プーリング法
適用の理由を、中国企業の形態および企業結合の目的を明確にする。そのうえで、中国基
準が主張している中国国内の「特殊な状況」を確認する。 
 
3.2.1 中国企業の形態と所有権制度 
CAS 第 20 号の適用にあたって、企業結合が共通支配下の企業結合であるか、それとも
非共通支配下の企業結合であるかを判断しなければならない。それを正確に判断するうえ
では、中国国内の企業の形態および特徴を明確にしておかなければならないと考えられる
ことから、本項ではその点を確認しておく。 
32 
 
中国企業は、企業の規模から、大型企業、中型企業と小型企業に分けられ、また、株式
市場に上場しているか否かにより、上場会社と非上場会社にも分けられている。さらに、
中国の企業は、企業の所有制から大きく分けて国有企業と私企業の 2種類がある。そのう
ち国有企業には、中央直轄企業（以下、中央企業という）と地方国有企業が存在する。中
央企業とは、中国中央政府の各部委（日本の省に相当する）に属している国有企業をいう。
それに対して、地方国有企業とは、各地地元政府に属している国有企業をいう。なお、金
山（2000）によれば、中国の国有企業には中央企業と地方国有企業のほかにも、国有独資
企業と国有持ち分会社があるとされている（p82）。そのうち、中央企業は中国国有資産監
督管理委員会20（以下、国資委という）により管轄され、地方国有企業は地元政府に属し
ている国資委（以下、地方国資委という）により管轄されている。国有独資企業は国資委
により 100パーセントの株が保有され、国有持ち分会社は国により支配できる分の株が保
有されている。中国企業国有資産管理暫定条例では、「国資委の主要な任務は国有資産保
全・増殖への監督管理である」と定められている21。 
中国では、1999年から、これらの企業を有効に運営させるために企業所有制改革が行わ
れてきたとされている。2010年以前、中央企業に関する企業再編、合併等は国資委により
行われていた。その後、中国政府は中央企業の再編、合併を推進するために、国資委の下
で、国新持株有限責任会社（純粋持株会社）（以下、国新会社という）を設置し、従来、国
資委により行われていた中央企業の再編、合併のうち中型企業と小型企業の再編、合併を
国新会社に移管することにしたとされている。金山（2008）によれば、最初、国資委は国
有資産経営会社を設置する発想が 2005 年ごろである。そのような会社を設置する目的は、
中央企業の株式制転換への直接指導機構としての機能の発揮を図ることにある。そして、
巡検経営を行い、出資者の権利を行使し、直接中央企業の持ち株会社となる。この方式は、
地方にも適用され、各地方の国資委の下には、国新会社に相当する国有資産経営会社が設
置されている。したがって、今日中国の国有企業の管理は、図表 3.2のようになっている。 
このように、国有資産経営会社は各国有企業の親会社に相当し、所轄の下にある国有企業
の株の 100パーセントを保有している。上述の状況をまとめると、中国における共通支配
                                                 
20 中国国有資産委員会は 2003 年に設立され、国有企業の改革において、国の代わりに出資者の責
任を果たす機関である。一般的には、国資委と呼ばれている。 
21  2003 年 5 月 13 日中国国務院により公表された国務院令 378号「中国企業国有資産管理暫定条例」
によるものである。 
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下の企業結合の中身は、主に以下の 3種類に分けられている。 
まず 1 つ目は、企業集団における親会社と子会社、または子会社同士の間の結合である。 
これについては、一般の企業集団の状況は各国とはほとんど異ならないため、図表 3.2で
明確したように、持分プーリング法の適用は適合だと考えられる。 
 
 
図表 3.2 国資委による国有企業管理モデル 
 
 
 
                    
                      
 
 
 
 
 
出所：金山（2008, p122）引用したもの。一部筆者加筆。 
 
 
2 つ目は、国資委あるいは国新会社に管轄されている国有企業間の企業の再編、合併であ
る。これについては、図表 3.2で示したとおり、中国では、国資委が国有企業を 100パー
セント保有していることから、国有企業の間で行われる企業結合は、国資委によって支配
されていると考えられる。したがって、CAS第 20 号によれば、国有企業間の企業結合は
「共通支配下の企業結合」と判断できるとされている。しかし、中国では、国資委に中央
と地方の 2つのレベルが存在することから、異なるレベルの国資委により管轄されている
企業間の企業結合はどのように判断されるのか疑問が生ずるところである。 
また、図表 3.2のように、中国の国有企業の管理は、3階層である。しかし、金山（2008）
国有資産管理監督委員会 
中央および地方 
国有資産経営会社 
国新会社および地方 
中央企業または地方国有企業 
企業 
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では、「第 2階層にある資産管理会社にとって、重要な決定、経営者への任免以外は、そ
の管轄の下にある各企業の経営状況および資産受益状況に対して、把握することだけで、
企業の経営には直接関与はしない。…中略…（筆者加筆）2階層の資産管理会社は、行政
主管部門が制度の転換によって、看板が変わっただけで依然として強い行政色彩が残され、 
行政手段の企業支配の可能性が高く、企業統治の視点からも内部者による支配が一番高
いと考えられる」（金山 2008, p. 124）と指摘している。中国において、国資委は国有企業
を 100パーセント保有している。それゆえ、国有企業の間で行われる企業結合前後は、同
じく国資委による支配されている。 
3 つ目は、政府主導の企業結合である。 
 政府主導というのは、CAS 釈疑によれば、「ある企業結合が地元人民政府、もしくは相
関管理部門の指示または指令により行われる場合には、当該企業結合は政府主導の企業結
合に該当する（CAS釈疑 pp.343-345）とされている。つまり、政府主導の企業結合である
といい出せば、一般企業と国有企業の間の企業結合も共通支配下の企業結合に含めること
ができるのである。このように、中国国有企業の位置づけからわかるように、中国におい
て共通支配下の企業結合が企業結合の重要な種類の 1 つとして存在している理由が分かる。 
 
3.2.2 中国における企業結合の目的 
中国企業の形態は前述のようになっている。そして、CAS の適用範囲の拡大とともに、
第 20号の適用範囲は 2007 年の上場会社のみから、大型企業および中型企業にも拡大され
つつある。劉・王・崔（2008）22によれば、「中国中央政府の指示により、すべての中央企
業、都市にある商業銀行、商業保険会社は、2008 年 1 月 1 日から全面的に CAS 第 20号
を適用するように要求された」（劉・王・崔 2008, p. 596）とされている。したがって、こ
れらの企業は企業結合を行う際に、CAS第 20号も適用されていると考えられる。加えて、
中国の国有企業の位置づけからみれば、CAS 第 20 号にしたがえば、中国における企業結
合には、数多くの共通支配下の企業結合が存在し、それを企業結合の重要な種類として分
類している理由が分かる。 
                                                 
22 本稿は中国財政部会計司により提供されたものである。  
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しかし、共通支配下の企業結合が広範囲に存在することにともない、持分プーリング法
もかなり広い範囲の企業結合に適用することになっている。広範囲の企業結合に持分プー
リング法が適用されることには、異なった側面があるとも思われる。それは中国における
企業結合が行われる目的が深く関係していると考えられる。広範囲に持分プーリング法を
適用することは、中国における企業結合ではいかなる効果が生じるのか。企業結合の目的
を明確にしなければならないのである。 
一般的には、岸田（1985）で指摘されているように、「会社の合併は、親・子・関連会
社間で行われるものが多い。その目的は主に企業規模の拡大および経営体制の整備・効率
化である」（岸田 1985, pp. 158-159）。それに対して、中国における企業結合の目的に関し
て、朱（2006）は、「多くの上場会社は、大規模な企業再編または結合を行う目的として、
企業の財務状態を改善し、再融資の資格を回復し、上場廃止を回避するためである。要す
るに、財務危機から脱出することである」（朱 2006, p. 391）と指摘している。つまり、現
在では、中国における大規模な企業結合は、斎藤（2010）で指摘されているように、「債
務超過の危機にある企業が上場停止を回避すること、いわゆる救済合併のケース」 (斎藤
2010, p. 309)である。 
それは中国の国有企業の経営不況による生じた問題であった。中国国有企業の負債の状
況からみれば、企業全体の負債率は 1980年の 8.7％から 1993年の 67.5％に至った。その
後、依然として改善されていなく、2000年に、負債率は 75％になった。2010年に、国資
委から公表された「企業績効評価標準値」によれば、当時全国国有企業の負債率の平均値
は 67・5％、そのうち、一番高いのは 95％であった。このような国有企業の経営不況の状
況を改善するために、中国政府は国有企業間の再編または合併を引き続き行っている。 
しかし、中国の国有企業の企業結合行為は、一般の私営企業と異なり、国有株を中心と
する所有構造のもとでは、株式権の所有者が政府機関にほぼ集中している。そのため、買
収への決定権が政府機関の責任者の手に握られている。これは中国ではいわゆる特殊の状
況と考えられる。また、国有企業の経営好況、不況は直接に彼らが企業支配権の維持がで
きるか否かにかかわっている。いったん、このような企業は上場廃止、破産等の状況に陥
ると、国の責任が問われるようになる。そのゆえ、責任者として、政府はできるかぎり、
国有企業を保護しなければならない。以上の問題を解決するために、中国政府は国有企業
に対して、大幅な企業再編・合併を行うようになってきた。 
国有企業の現状に基づき、それにかかわる再編、合併等の状況について、金山（2000）
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は、「2000年まで合併、破産、人員整理、利息の引き下げ等の方法で、大、中型国有企業
5,500 社を整理する。そのためにまず 2000億人民元の赤字の大、中型国有企業の処理を
重点的に行い、400億人民元をこれら企業の不良債権処理の準備金とする。重点企業には
国内外での株式上場において優先権を与え、計画的に 1000億元を企業の発展のために調
達する。大企業発展の目標を達成させるために、37 万 5000企業のうち 512企業を選び、
巨額の資金を提供して株式上場の優先権を与え、合併によって韓国財閥のような大型企業
グループを形成し、それを国民経済の支柱としようというのである。これらの選ばれた企
業が合併する場合、パートナーの選択権はこれら企業に優先的に与えられる」（金山 2000, 
p.121）と指摘している。企業結合の結果、2013年 7月 25 日、中国第二重型機械集団（ST
特別処理）で、中国機械工業集団株式会社に合併された時点まで、中央企業の数は 2003
年の 169 社から、11323社になっている。 
数字からみれば、近年、中国において行われて生きた企業結合は、ほとんど国有企業を
中心としていることがわかる。そのゆえ、中国では、新企業会計準則を設定する際に、共
通支配下の企業結合に関する規定は基準のなか取り入れることが必要である。 
したがって、中国における共通支配下の企業結合は主に国有企業あるいは国有持ち株会社
向けの企業結合と考えられる。企業結合が盛り込んでいる状況のなか、会計処理方法の選
択は、国有企業にかかわる吸収合併、新設等のよりやりやすい方法を提供していると思わ
れる。 
企業結合の会計処理方法である持分プーリング法とパーチェス法との比較のなか、持分
プーリング法で処理されば、結合側はより低い結合対価で被結合側を取得できる。政府は
経営上の不況で、破産または上場廃止に至る国有企業がそのような状況を回避するために、
早いうちに企業結合を完成させる。結合側にとって、経営不況の企業を受け入れる際に、
より低い対価を支払うことが望ましい。 
また、持分プーリング法のもとで、被結合側の実現した利益は、結合側の結合年度の利
益に含まれている。そのゆえ、結合側は当該企業結合を通じて、自分の業績も良く見せる。
被結合側と同様に、結合側としての国有企業の業績がよくなることが、政府にとって当然
に望ましいことである。 
中国では、共通支配下の企業結合に該当する企業結合は、上述のような目的があるため、
                                                 
23 中国国資委中央企業名簿 http://www.sasac.gov.cn/n1180/n1226/n2425/index.html による情報
である。  
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共通支配下の企業結合に対して、持分プーリング法が選ばれていると想定できる。 
 
3.3 中国における持分プーリング法の適用の理由 
企業結合の際に、持分プーリング法を採用する傾向があった。のれんの計上を回避する
ことができるという説がある。たとえば、武田（1982）においても、「そもそも、持分プ
ーリング法が適用されていた時代に、この方法を選択する 1 つの理由として、のれんの計
上を回避することである」と指摘されている。斎藤（2009）においても、「合併対価とし
ての取得会社株式の時価が、被取得会社資本の簿価を超える場合には、パーチェス法を使
うと資産の切り上げやのれんの計上が生じ、それらの償却負担が結合後の利益を圧迫する。
企業の経営者にはパーチェス法を避ける誘因が生じ、それが持分プーリング法の乱用を引
き起こすと考えられてきた」（斎藤 2009, p. 308）と指摘されている。上述の状況はのれん
を償却することが前提である。 
また、パーチェス法と比べ、持分プーリング法の適用は結合後の利益計上額に与える影
響について、會田・善積（1985）ではのれん以外の 2 つ理由も挙げられている。「第一、
持分プーリング法の下では、資産は帳簿価額で引き継がれる。したがって、資産が公正価
額で引き継がれるパーチェス法に比べて、通常その後の減価償却費等は少なく表示され、
利益計上額は多額となる。第二、持分プーリング法の下では、原則として留保利益はその
まま結合会社に引き継がれるので、パーチェス法の場合よりも配当可能利益が多額となる」
（會田・善積 1985）と指摘している。中国の状況は日本と違う。CAS20 号に従えば、の
れんを償却せず、減損テストを行っている。そのゆえ、中国における持分プーリング法を
選択するのは、のれんの計上を回避することとは関係がないと思われる。しかし、會田・
善積（1985）による指摘されているように、中国の企業結合持分プーリング法の適用に関
しては、これらの理由と想定できる。 
また、伊藤（2012）では、パーチェス法と比べ、持分プーリング法の適用は次の 3点を
もって、結合側における結合後の利益に影響を与えると指摘している（伊藤 2012, p. 595）。 
①帳簿価額で引き継がれるため、評価替えにより増額した土地以外の費用性資産の要償 
却部分だけ、利益大きく測定・表示される。 
➁この方法の適用によりのれんは計上されないため、利益もより大きく測定・表示され 
る。 
➂この方法では、留保利益も引き継ぐため、合併後の配当可能利益も大きくなる 
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確かに、持分プーリング法では、取得資産差引引受負債の額が発行された株式の数への
配慮なしに計上される点がある。この方式では、結果として受け取った価値に対してのみ
会社が株式を発行するという考え方は反映しないで、一般的には、発行した株式の数が多
ければそれだけ受け取った対価の記帳価額が大きくなるということである（APBO 第 16
号, paras. 39-40）このため、経営者にとって、企業結合に関する会計処理の選択の際に、
持分プーリング法を選ぶ傾向がある理由は、この点にある。 
それに対して、パーチェス法の欠点について、APBO 第 16号では、「発行された株式の
適正価額は必ずしも常に客観的に決定しうるものとはかぎらない。市場価額は新規に発行
された株式もしくは株式の分散していない会社の株式については利用し難い。利用しうる
株式の市場価額にしても、必ずしも常に対価の適正価額を決定する信頼できる指標といい
難い。というのは発行株式の数が比較的多量、その株式に対して市場がまばら、株価が移
り気、あるいはその他の不確定なものが相場に影響するからである。さらに 1 つの証券の
確定価額は必ずしも他の同様な、しかし同一でない証券の適正価額を決定する指標となり
えない。というのは、証券類はその差異が価額に影響するからである」（APBO第 16号, para. 
23）とされている。したがって、パーチェス法の適用上の欠点は、再評価により適正な価
額を得ることは困難だと考えられる。 
また、中国企業、とりわけ国有企業に関しては、金山（2008）では、次の特徴を示して
いる（金山 2008, pp. 160-161）。 
① 流通株比率の低さ。多くの株式は流通できない 
② 流通できない株式が集中した結果 1 株独大が生まれた。 
③ 流通株式の過度の分散のため機関投資家の比率が非常に低い、 
④ 上場会社の最大株主は、通常は持ち株会社となっており一般株主等の自然人ではな
い 
また、「国有企業の制度から転換された株式企業の所有構造は、国家株、法人株（国有
法人と一般法人に分かれている）従業員株とその他などに分かれている。企業が上場した
場合、流通株が生ずるが、国家株と法人株の流通はできない。これは私有化の発展を一定
の程度に抑制し、国有資産の流失を防ぐのが主な狙いである」（金山 2008, p161）と指摘
している。そのうち、「国家株とは、元の国有企業の資産を株式に分割したうえ、株式会社
に変身し、その株式会社を上場させてできたもので、国有法人間の相対取引での譲渡は可
能であるが依然として取引上での流通はできない。法人株は、法人が発起人として株式会
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社を発起設立する場合、その出資により取得した株式である。（金山 2008, pp. 144-145）。 
上述の理論的な論拠および中国企業の状況を考察したうえで、中国における共通支配下
の企業結合に持分プーリング法を適用する理由は次のようにまとめる。一般の企業集団で
あれば、各国の会計基準と同じく、親会社および子会社もしくは子会社同士の間に行われ
る企業結合に、持分プーリング法が適用されている。 
国有企業の間に行われる企業結合であれば、図表 3.2 のような、最終的に、支配者が国
資委であることが変わらないため、共通支配下の企業結合と同じなり、持分プーリング法
の適用は認められている。政府主導の企業結合は、結合当事者の意思によらず、取引とみ
なされないため、公正価値の取得もできない。そのため、持分プーリング法の適用は求め
られている。 
しかし、中国の全体的な状況からみれば、次のような理由は説明されている。例えば、
楊（2013）では、共通支配下の企業結合に持分プーリング法の適用する理由は、「企業結
合において、結合当事者は自主権および決定権をもっていないため、資産の交換価値は公
正価値とはなれない、帳簿価額で引き継ぐことにより得られた会計情報はより信頼性があ
る。CAS 第 20 号における持分プーリング法の適用は、技術の側面からの考慮であり、企
業結合の経済的実質からの考慮ではない」（楊 2013, p. 73）と主張している。 
中国における持分プーリング法の適用に関して、『CAS疑問解釈』において、「持分プー
リング法は持分の結合で企業結合を行う場合に使われる会計処理方法である。持分プーリ
ング法を使う場合には、当該企業結合は持分の結合であり、買収取引ではない。すべての
当事者は各自の純資産の帳簿価額をもって企業結合を行うため、各当事者の利益は結合前
後変わらない」と述べている（『CAS 疑問解釈』p.349）。また、持分プーリング法に対す
る認識について、『CAS疑問解釈』により、「資本市場がまだ未成熟であるため、適正な公
正価値を正しく見積もることができない。その故、共通支配下の企業結合には、持分プー
リング法を使い続く必要がある」と述べている。しかし、もし上述の説明が成立とすれば、
資本市場の未成熟および適正な公正価値の算定という問題を解決できると、共通支配下の
企業結合には、パーチェス法に一本化されるという意味があるだろう。 
上述のように、CAS に従えば、「共通支配下の企業結合」の概念が曖昧であり、ある企
業結合がそれに該当するか否かの判断は難しい。現実には、持分プーリング法が、結合側
には、メリットがある。 
まず、この方法を選択すれば、被結合側の資産、負債等は、簿価で引き継がれる。その
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ため、資産の再評価を行う必要がない。普段、再評価の金額は簿価より高いので、結合側
による支払う対価はより高くなる。そのゆえ、持分プーリング法の選択は、結合側にとっ
てより低い対価を支払う。結果、中国において、持分プーリング法の適用は、企業結合を
促進する効果がある。また、前述のように、パーチェス法と比べ、持分プーリング法で処
理されると、利益を大きく計上することになる。結合側は、このような効果を利用し、企
業結合を行う会計年度には、企業の業績をよく見せる効果がある。 
そのゆえ、企業結合にあたって、結合側は持分プーリング法を使えるために、なるべく
共通支配下の企業結合の判断を認めてもらうように、政府もしくは行政の力に頼って、人
為的に共通支配下の企業結合を見せかけ、さまざまな方法を使う。このような現状を踏ま
え、CAS20号において、いかなる問題点があるのか、次の章で検討する。 
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4. 中国における持分プーリング法適用の問題点 
3 章で確認したように、中国において企業結合の 1 つの会計処理として持分プーリング
法が採用されている 1 つの理由は、今日、中国で行われる企業結合には、国有企業間で行
われる企業結合が含まれており、共通支配下の企業結合が大きな割合を占めているからで
あった。 
それでは、今日、中国における企業結合の実態は一体どのような状況にあるのであろう
か、また、CAS 第 20 号の規定に対して、中国の学者または実務家はどのような意見を持
っているのであろうか。本章では、この 2つの疑問について、中国における企業結合の実
例と CAS第 20 号がいかなる問題点を抱えているのかを考察する。 
 
4.1 中国における持分プーリング法の適用の現状 
CAS 第 20 号が適用された後、中国は CAS の初年度の適用状況に関する調査を行った。
その調査の結果は「中国会計年鑑 2008」では載せられている。「2007 年、1570社の上場
会社の中 411 社が CAS第 20号に従って、企業結合を共通支配下企業結合と非共通支配下
の企業結合を分類した。そのうち、348社は企業結合の判断の根拠を開示したが、残りの
63 社は企業結合の判断の根拠を開示していなかった。共通支配下の企業結合に該当するの
は 186社であり、184 社は明確に帳簿価額で結合と表示している」（中国会計年鑑 2008, p. 
593）とされている。また、中国社会科学院工業経済研究所の調査結果によれば、2012年
現在中国国有企業と国有持株会社の総数量は、159644 社があり、企業全体のわずか 1.9％
を占めている。これなら、中国では、ほとんどの企業結合は共通支配下とは、矛盾な話を
なってしまう。それに、2011 年まで、72%の中央企業は「中国会社法」および「国有企業
資産法」により、株式会社へ転換されたとされている。 
それでは、共通支配下の企業結合の実態はどのようになっているのであろうか、そして
どのように会計処理をされているのであろうか、本節では中国で実際におこなわれた個別
の事案を取り上げて、その点を考察していく。 
 
4.1.1 中国における企業結合の事例 
 本項では、中国で行われた共通支配下の企業結合の事例を取り上げ、当該種類の企業結
合はいかなる現状になっているのかを確認する、 
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河北鋼鉄集団傘下にある唐鋼会社、邯郸鋼鉄会社および承徳鋼鉄会社合併案24 
1 企業状況の概要および結合期間 
河北鋼鉄集団は 2008 年、中国河北省国資委の許可を得て、唐鋼集団と邯郸鋼鉄集団と
の合併により設立された。河北鋼鉄集団は上場会社である唐鋼株式会社、邯郸鋼鉄および
承徳钒肽25の 3社の親会社になっている。2009 年 12 月、唐鋼株式会社は「持株交換吸収
合併関連取引報告書」を公表し、邯郸鋼鉄および承徳钒肽を持株交換方式で合併すること
を発表した。また、唐鋼株式会社取締役会から「本合併案に関する事項の初度審議の議決」
が発表された。結合後、邯郸鋼鉄および承徳钒肽は法人格を失い、それらの資産、負債、
業務および従業員のすべては唐鋼株式会社により引き継がれた。また、唐鋼株式会社は会
社名を河北鋼鉄株式会社に変え、2010年 1 月に、証券取引所における取引を再開した。 
2、会計処理方法の選択 
本件において、結合対価は「初度審議の議決」が公表される前の 20 日間の株価平均値
に基づいて決定された。つまり、公正価値に基づき算定され、パーチェス法は適用される
ことになった。 
3、会計処理方法の選択およびその根拠 
図 4.3 で示しているように、本件における結合当事者はすべて河北鋼鉄集団傘下に属す
る会社である。CAS 第 20 号に従えば、本件は共通支配下の企業結合に該当し、持分プー
リング法で処理されるべきである。しかし、今回の結合は被結合側の資産、負債等が公正
価値で引き継がれ、パーチェス法で処理された。理由は次の 3 つである。 
第 1 に、持分プーリング法に基づけば、結合側は被結合側の資産、負債等を帳簿価額で
引き継ぐ。しかし、被結合側にとって、帳簿価額で算定される企業価値は、公正価値で算
定される企業価値より低く、その差はかなり大きい。それゆえ、持分プーリング法で処理
すれば、被結合側の強い反対を引き起こす可能性が高いからである。 
 
 
 
                                                 
24 本企業結合案は滕（2011）「唐鋼股份吸収合併方案設計分析」（『中国会計年鑑 2011』）では取り
扱っている事例により訳したものである。 
25 以前、承徳钒肽は承鋼集団に属していたが、2006 年、承鋼集団、唐山鋼鉄および宣鋼集団を再
編し、唐鋼集団を設立した。2008 年に、河北鋼鉄集団が設立された後、承鋼集団は河北鋼鉄集団
の子会社になった。また、唐鋼株式会社は唐鋼集団に属していた。邯郸鋼鉄は邯郸鋼鉄集団に属し
ていた。  
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図 4.3 結合前 3 社の関係 
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         支配       支配       支配 
 
 
 
 
出所：滕（2011）の内容に基づき、筆者作成 
 
 
第 2 に、結合当事者の 3社はすべて上場会社であり、適正な公正価値が算定できる。 
第 3に、パーチェス法の適用によって、企業結合はより効率的に達成され、コストも下
がる。本件は所在地が異なる当事者の間で行われるため、持分プーリング法を選択すれば、
結合前に各社の資産、および負債を清算する必要がある。そのため、本結合案にかかわる
資産、負債を清算する部門は、各所在地に行かなければならないため、当該企業結合の進
行が遅れる恐れがあった。それに対して、パーチェス法を適用し公正価値で算定すれば、
各社の株価で引き継ぐだけで済み、結合前に資産、負債を清算する必要もなくなる。それ
ゆえ、企業結合は早いうちに達成できる。 
4、事例に対する評価 
滕（2011）は、この事例について、「本件の結合対価は株価に基づき算定された。株価
による公正価値の算定は容易であり、投資者からの承認と支持ももらえる。それゆえ企業
結合の効率は高まる。共通支配下の企業結合にパーチェス法を用い、公正価値で算定する
ことにより、短期間で企業結合が達成された。これは将来の企業結合にあたって、参考に
なる」と主張している（滕 2011, p. 745）。 
中国河北省国資委 
河北鋼鉄集団 
唐鋼株式会社 
邯郸鋼鉄 承徳钒肽 
（承鋼集団） 
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以上の事例から、CAS 第 20 号規定があるにもかかわらず、実務上、とりわけ国有企業
の間に行われる企業結合または「政府主導」の企業結合は、会計基準に従って行われると
は限らないことが分かる。 
CASに従えば、事例 2は明らかに共通支配下の企業結合であるが、結合当事者の意思に
よって、容易に会計処理方法が選択されている。CAS 釈疑によれば、「共通支配下の企業
結合に持分プーリング法が適用される理由の 1 つは、結合当事者の意思によらないため、
適正な公正価値が算定できないことにある」（CAS釈疑 p. 343）考え方は、この事例で証
明された。逆に言えば、結合当事者の意思によって会計方法が決定できる場合には、共通
支配下の企業結合には、持分プーリング法に限らず、パーチェス法も適用できる。したが
って、中国における共通支配下の企業結合には、実際には 2つの会計処理が認められてい
るのである。 
さらに、この企業結合案の会計処理方法に対して、将来の類似する企業結合案の会計処
理については、将来の類似する企業結合の会計処理によって、重要な参考になるとの評価
もある。つまり、共通支配下の企業結合をパーチェス法により会計処理されることも想定
されてうると考えられる。 
 
4.1.2 CAS 第 20 号における持分プーリング法の適用をめぐる議論 
中国において、CAS が公表される前後、持分プーリング法を会計準則に入れることが妥
当であるか否かを中心として、さまざまな議論が行われていた。 
公表前には、林（2001）では、「会計情報の相関性、信頼性および比較可能性等から考
えれば、中国企業結合の会計処理方法は、パーチェス法のほうが適当である」（林 2001, pp. 
36-38）とされている。中国財政部財政科学研究所の企業結合会計研究グループは 2004
年、企業結合を行う際の 2つの会計処理方法（持分プーリング法およびパーチェス法）を
比較した。その結果、「世界の主要な国々および会計基準設定機関の持分プーリング法に対
する考え方を分析したうえで、将来、持分プーリング法は必ず廃止されるという判断を下
した」（『経済研究参考』.pp. 35-42）と指摘している。その後、さまざまな意見をまとめた
うえで、中国財政部は 2006年に CASを公表し、CAS第 20号「企業結合」を取り入れた。
そこで、企業結合は共通支配下および非共通支配下の企業結合に分けられており、それぞ
れに対して、持分プーリング法およびパーチェス法を適用することが求められている。 
CAS 第 20 号が公表後も、依然として共通支配下の企業結合の会計処理に関しては、学
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者および実務家の間でいまだに議論が続いている。 
CAS 第 20 号における持分プーリング法の適用に対する意見は賛否両論であり、数多く
の論文は、主に共通支配下の企業結合に対する持分プーリング法の適用、および持分プー
リング法とパーチェス法との比較を中心として取り扱っている。 
一部の論文では、中国における企業結合のほとんどが共通支配下で行われるため、持分
プーリング法の存在は合理的であり、必要であると強調している。 
たとえば、童・丁（2009）では、「中国の現状に基づき、多くの企業結合は国有企業グ
ループあるいは国資委により管轄される企業の間で行われる。それは、政府の指示に従っ
たものであり、企業側の意思によらないため、企業結合の当事者の間、当該企業結合の取
得価額は公正価値にならない。それゆえ、中国の現状に鑑みれば、持分プーリング法の適
用が不可欠である」（童・丁 2009,p.130）と主張している。彼らは持分プーリング法の適
用の利点も挙げられている。「実務上、持分プーリング法による会計処理は帳簿価格に基づ
くので、会計人にとって会計処理方法は理解しやすく、会計情報の信頼性はより高いとい
うメリットがあること」としている（童・丁 2009, pp. 130-131）。 
また、陶（2011）では「持分プーリング法は実行しやすく、資産移転損益が認識されず
ないため、利益への影響が少ない。CAS 第 20 号によって、企業集団内の業務統合および
政府主導の企業結合が促進でき、産業構造改革と企業競争力の強化には有利である」（陶
2011,p65）と主張している。 
その一方、王（2013）では、共通支配下の企業結合に対する持分プーリング法の適用に
ついて「持分プーリング法を適用すれば、被結合側の資産、および負債は帳簿価額で引き
継がれる。それらの価値と市場の価値と比べ、ある程度の差異がある。そのため、被結合
側の実際の市場価値を反映できない」（王 2013, p. 121）と主張している。また、程・張（2012）
では、持分プーリング法の適用に関する問題点を指摘したうえで、「持分プーリング法にか
かわる問題点は、先進国においても解決できなかった。中国の現状に基づけば、それらの
問題点が解決されるとは思えない。そのため、中国はコンバージェンスの流れに従い、持
分プーリング法を廃止すべきである」（程・張 2012, p. 91）と主張している。 
このように、持分プーリング法を共通支配下の企業結合に適用することに対して、この
方法は中国の実情に適合したものであるとして、賛成する意見もあれば、この方法は数多
くの欠点があるとして、廃止すべきであるという意見もある。 
それぞれの論文の著者が最終的に持分プーリング法の適用に賛成しているか反対して
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いるかにかかわらず、いずれの論文においても、持分プーリング法の適用に関する問題点
とその解決策について言及されている。持分プーリング法の適用の問題点は次の 3つの点
にまとめられる。 
第 1 に、持分プーリング法の下では、被結合側の結合前の利益が、結合後、すべて結合
側の利益に含まれることになる。そのため、結合側の結合当年度の財務諸表上における利
益は大きく計上される。この問題点、は次の問題点も引き起こす。 
①結合側が結合後、財務諸表における利益を大きく見せるために、持分プーリング法を
適用する傾向が見られる。たとえば、魯・朱（2012）、と左（2012）では、持分プーリン
グ法で処理された企業結合において、結合側の利益はより大きく計上される。そのため、
経営者は企業結合を行う際に、なるべく当該企業結合を共通支配下の企業結合に属するよ
うに、工夫することが指摘されている（魯・朱 2012, p. 53 左 2012, p. 105）。 
②程・張（2012）、と孫（2012）では、「現代企業制度のもとで、企業の所有権および経
営権が分離されている。企業の経営陣の報酬は当該企業の業績にかかわる。そのため、経
営陣は報酬を高めるために、持分プーリング法に偏っている」とされている（程・張 2012, 
pp. 90-91; 孫 2012, p. 51） 
③持分プーリング法の下で、結合側が被結合側の利益を利用し、自らの業績を向上させ
ることにより、投資者はミスリードされる。程・張（2012）、劉（2013）等では、「持分プ
ーリング法の適用によって、利益は大きく計上されるため、会計情報の品質が下がるとと
もに、投資者の意思決定をミスリードする。また、結合側の株主に損失をもたらすことが
生じる」ことが指摘されている（程・張 2012, p.90;劉 2013, p. 205）。 
第 2 に、会計情報の比較可能性が欠けている。 
魯・朱（2012）および程・張（2012）では、「持分プーリング法の下で、被結合側の資
産、および負債等は帳簿価額で引き継がれる。そのため、結合当事企業の会計方針が異な
る場合、結合後、結合側の資産、および負債に関する会計情報の比較可能性が損なわれる」
とされている。（魯・朱 2012, p. 53; 程・張 2012, p. 90） 
第 3に、結合側は、被結合側から獲得した資産の売却ことにより、多くの利益を得るこ
とができる。 
劉（2013）では、「企業結合にあたって、結合側が持分プーリング法を適用すれば、帳
簿価額で被結合側の資産および負債を引き継ぐ。通常、これらの価格は市場価格より低い。
そのため、結合側は結合後、そのような資産を市場価格で売却し、帳簿価格と市場価格の
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差額を利益として認識することができる」と指摘されている（劉 2013, p. 205 ） 
これらの問題点について、中国の学者または実務家の間の意見は一致している。上述の
問題点を指摘したうえで、彼らは解決策として、「持分プーリング法の適用要件を明確に定
めるべきである」という意見を表明している。 
たとえば、程・張（2012）、および劉（2013）では、CAS 第 20 号における規定に関し
て、「中国の企業結合は共通支配下の企業結合に属しているものの、単なる CAS 第 20 号
における共通支配下の企業結合の概念に従えば、判断の要件が限定されておらず、該当す
る企業結合の範囲が大きすぎるため、経営者に利用されやすい」と指摘されている（程・
張 2012, p. 90; 劉 2013, p. 205）。また、孫（2012）では、とりわけ「同じレベルの国有企
業の間で行われる企業結合に対して、持分プーリング法の適用することには、明確な要件
を定めるべきである」と指摘している（孫 2012, p. 51）。 
また、この問題点を解決するためには、程・張（2012）や（劉 2013）などにおいて、「共
通支配下の企業結合の判断要件を限定し、該当する企業の範囲を縮小すべきである。ある
いは会計基準のコンバージェンスの流れを従うべきであり、米国基準もしくは国際会計基
準と同じような会計方法を取り入れるべきである」と主張している（程・張 2012, p. 90; 劉
2013, p. 205）。 
さまざまな説明または解釈がされているが、ここから、中国の学者や実務家たちの見解
から、次の問題点がみられる。それは持分プーリング法の適用要件を定めるというより、
実際に、これらの問題点がすべて「共通支配下の企業結合」の概念にあると考えられる。 
持分プーリング法に対して、賛成であろうか、と反対であろうかと、いずれも単なるこ
の方法の適用に関する欠点を論じており、そもそも持分プーリング法を適用すべき企業結
合そのものに関する分析は少ない。先行研究では、持分プーリング法の適用要件を注目し、
「共通支配下の企業結合」の概念と判断要件を持分プーリング法の適用要件と等しく捉え
ているのである。 
第 3章で述べているように、CAS20号における持分プーリング法の適用の論拠は、中国
では、まだ明確にしていない状態が思われる。共通支配下の企業結合にかかわる概念だけ
ではなく、会計処理方法の適用条件も明確に定めなければならない。 
  
4.2 CAS 第 20 号における規定に関する検討 
本節では、CAS第 20号における規定はいかなる問題点があるのかについて、第 3章で
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述べている持分プーリング法適用の論拠と「共通支配下の企業結合」概念の 2つの側面か
ら検討していく。 
CAS 第 20 号において、共通支配下の企業結合に該当するか否かは重要なポイントであ
る。ここでは、中国における「共通支配下の企業結合」の概念について検討を行う。 
前述のように、共通支配下の企業結合を「各結合当事企業が、企業結合の前後で同一当
事者 または同一の複数の当事者により最終的に支配され、かつ当該支配が一時的ではない
場合の企業結合を言う」（CAS 第 20 号, 第 5 条）と定義され、そのうち、「同一当事者」
というのは、親会社または相関主管部門を指すと解釈されている。上述の解釈に関しては、
いくつか不明な点がある。 
前述のように CAS 釈疑によれば、通常、「同一集団に属している各子会社の間の結合お
よび親会社と子会社の結合は、共通支配下の企業結合に該当している。広義的には、同じ
国有資産監督管理部門により管理される国有企業の間の企業結合は、すべて共通支配下の
企業結合に該当している。今日、中国の企業結合はほとんど共通支配下の企業結合である。
そして、同一当事者により最終的に支配されるとは、企業集団の親会社または相関主管部
門による支配を指している。そのなか、同一当事者が相関主管部門の場合には、当該企業
結合は主管部門により主導される結合を指す。ただ、当該相関主管部門が企業結合に関す
る具体的な条項の設定、例えば、定価、結合の方式およびその他の具体的な条項等の設定
に関与しない場合、当該企業結合は共通支配下の企業結合に該当しない」と解釈されてい
る（CAS釈疑, pp. 344-348）。 
しかし、解釈の内容によれば、相関主管部門は具体的な条約の制定に参加しないとは、
どこまでに、どの程度で関与すれば、共通支配下の企業結合に該当すべきか。定価、結合
の方式等を例として挙げているが、「その他の具体的な項目」の内容は不明である。したが
って、共通支配下の企業結合に属すると判断した根拠に関して、具体的な規定明確に定め
られていない。 
『CASオペレーションマニュアル』において、共通支配下の企業結合の判断は「法形式
より経済的実質の重視」 原則を従うべきであると指摘されている。（『CAS オペレーショ
ンマニュアル』p. 58）しかし、中国現行企業結合基準の定義の内容にある不明な点から、
定義だけで共通支配下の企業結合の判断することが困難である。これについて、前述のよ
うに、陶（2011）によれば、「中国の企業結合には、政府主導の企業結合が含まれている」
陶（2011, p. 61）とされている。共通支配下の企業結合に持分プーリング法を適用するの
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に疑問がないが、企業結合の実態とは何か、「政府主導」の企業結合の実態は何なのかに関
しては、陶（2011）では説明されていない。政府主導の企業結合は共通支配下の企業結合
とみなされるか否かについては、疑問がある。ここでは、政府主導の企業結合の定義は何
であろうか、判断の要件は何であろうか。明確な定義は定められていないのである。 
さらに、「共通支配下の企業結合」とした根拠を開示することしか要求されていない。
他の判断の要件も明示されていない。 
3.2.1 で述べているように、国によって株式を保有されている企業のなか、①中央直轄企
業（中央企業）②国有大型企業③国有独資企業④地方国有企業⑤国有持分会社がある。そ
のうち、国有独資企業は「国有企業」に該当していない。それ以外、同じく国有企業と呼
ばれても、種類はまた異なる。そして、これらの企業間に行われる企業結合は、必ずしも
共通支配下の企業結合に該当するとは断言できない。 
山田（2012）において、「企業結合を行う際に、持分プーリング法とパーチェス法のど
ちらを採用するかの決めてとなるのは、企業再編取引をどう見るかという点である」と指
摘している。また、「企業結合の会計基準において、持分プーリング法が廃止されパーチェ
ス法に一元化されたことは、株主間の取引と見る見方よりも会社間の取引と見る見方が強
くなってきていることを意味する」（山田 2012, pp. 140-142）と主張している。 
斎藤（2010）では、「確かに持分プーリング法では、結合当事会社株主の持分は清算さ
れずに継続し、したがって彼らの投資は結合後もそのまま継続すると擬制する。しかし、
その擬制は、会社の投資がいずれも継続し、清算と際取得を擬制した資産・負債の評価替
えが必要ないことを裏から支える理屈でしかない。また、注意な点として、企業そのもの
が取引の対象となる企業結合のケースでは、投資の主体である企業が組織再編によって消
滅ないしは変質することになる。そのため、当事企業の所有者である株主にまで戻って持
分の継続性を確かめないと、主体の入れ替わった投資の継続性を確かめる手だてがない」
（斎藤 2010 , p. 310）と指摘されている。 
まず、3.1 で考察した持分プーリング法の適用の論拠を踏まえ、中国現行基準である
CAS20号に従えば、持分プーリング法の適用に関して、いかなる相違点があるかを明確す
る。そのうえで、CAS20 号における規定は妥当であるか否かを検討する。 
そして、特に問題になるのは、国有企業の間の企業結合である。中国現行基準に従えば、
企業結合にあたって、まず、共通支配下および非共通支配下の企業結合を識別しなければ
ならない。しかし、共通支配下の企業結合に関する判断要件が定められないため、結合側
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および被結合側の両方とも国有企業の場合には、共通支配下の企業結合と判断することも
あれば、非共通支配下の企業結合もある。つまり、今日、中国現行基準に従えば、相互に
独立する国有企業の間の企業結合は、パーチェス法を適用すべきなのに、持分プーリング
法を採用することもできる。 
また、すでに 2.3.1 で述べたように、CAS20号によれば、「共通支配下の企業結合」に持
分プーリング法を適用している。しかし、CAS20号において、企業結合の対価の種類に関
する規定は定められていない。そのため、現実には、共通支配下の企業結合であれば、結
合の対価は現金である場合においても、持分プーリング法の適用が認められている。これ
は持分プーリング法そのものに対して、理論的には不明確な状状態で、適用していること
がわかる。 
そして、現行基準の適用対象と言えば、上場会社および国有大、中型企業がある。しか
し、国有企業には、大、中企業もあれば、小企業もある。この中、小企業は新企業会計準
則を適用しない。したがって、企業が国有企業であるか否か、共通支配下の企業結合、有
力の判断の根拠にはならないだろう。国有大企業および小企業の結合を行う際に、どのよ
うな会計処理を選択すべきであろうか。 
そもそも、持分プーリング法の適用に関しては、APBO 第 16 号は次の注意点を喚起し
ている。「持分プーリング取引の本質には株主グループ間の協定であると考えられる。共同
の事業の中での少額の利益は再分配され、危険は企業主体外で株主グループの間で再調整
される。企業会計根本的な概念では会社はその株主とは離れた別個のものである。選挙で
選ばれた経営者が企業結合をするための取決めをするに際して株主を代表するが、株主グ
ループは通常提示された条件を承認するか否かを。企業結合を承認するかの投票を行うこ
とにより決定する。株主はときには経営者の手起案した企業結合を否決すうることがある。
そして経営者の反対にもかかわらずときにはテンダー・オファーが続いて起こる」ことが
ある（APBO 第 16 号, para.29）。 
 
4.3 監査の視点からの検討 
 陳（2003）では、「中国上場企業の粉飾決算は、主に企業集団の内部取引および企業再
編において生じたものである」（陳 2003,p12）と指摘されている。つまり、企業結合の会
計処理は監査の問題とも大きくかかわっているのである。本節では、CAS 第 20 号には、
監査に関するいかなる問題点があるのかを検討する。 
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 鳥羽（2009）によれば、「監査人の独立性は精神的独立性と外観的独立性から構成され
ている。そのうち、精神的独立性とは、監査上の判断については、監査人自身の責任のも
とで行い、他人に自己の判断を委ねないこと、また、他人からの干渉や影響を許さず、常
に公正な立場から判断することである。監査判断の独立性こそが、精神的独立性の本質で
ある。精神的な独立性は監査契約の時点から監査報告書の作成に至る監査プロセスのすべ
ての段階において、職業的専門家としての正当な注意とともに十分に保持されなければな
らない。外観的独立性とは、「監査人が独立的な判断を下していないのではないかとの疑い
や印象を社会の人々に与える要因(マイナスのイメージ形成要因)から監査人がどの程度解
放されているかを示す概念である」（鳥羽 2009, pp. 180-184）とされている。 
  このように、監査人の立場からみれば、独立性を保つことは、監査人を取り巻く事情を
避けるのに大切であることがわかるが、本節では、中国における企業結合の実務の視点か
ら、監査人は中国の監査制度のもとで、独立性を保ち、適正な監査を行うことが容易では
ない点を指摘する。 
 中国において、1993年 10月、中華人民共和国公認会計士法」が国家主席令として公表
された。その後、劉（2001）によれば、「中国公認会計士協会は KPMG、Andersen、Ernst
＆Young、Price Water House、Lybrand、Deloitte Toucche Tohmatsu など、国際的な大
手監査法人の協力を得て、中外合作会計士事務所を設立したとされている。政府監査と公
認会計士監査、内部監査が中国監査体系を構成している。それらはそれぞれの特徴を持ち、
互いにとって代われないものであり、また主導と従属の関係もない。このようにして、互
い関係しあいながら、独立性を保ち、それぞれの分野で自分の役割を果たしているのであ
る。また、1997 年 1 月 1 日から適用された国家監査基本準則における作業準則によれば、
監査機関は法律、法規と国のその他の関係部門の規定に基づいて、上級の監査機関と地元
の人民政府の要求を踏まえて、監査活動の重点を確定し、年度監査項目計画を編成する」
（劉 2001, pp. 115-117；p. 127）とされている。 
また、矢部（1996）では、中国の監査制度に関して、「中国の監査制度は国家監査を頂
点として、国家・政府機関（地方を含む）・軍および国営企業の内部には、国家監査を補助
する機構としての内部監査を置き、それぞれに監査の職員を配置して一国全体の監査を進
行させる。ただし、国家機関の要請があれば、公認会計士の社会監査組織もまた国家監査
の一翼を担うという、一元的な監査体制からなっていることがわかる。それは日本のよう
に行政（国および地方）の監査と企業（私企業）の監査が、それぞれ別々に行われている
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のとは大いに異なっている」（矢部 1996, p. 416）と指摘している。 
それに、中国国家監査機関の監査範囲は、審計署による監査と地方監査機関による監査
との 2つが分けられている。そのうち、周（1996）によれば、「審計署の監査範囲は、国
務院の各部門、各直轄機構、実行機構、事業単位、各専業銀行の本店、下位部門の責任を
管理する国家局、全国の経済実体性のあるすべての会社、省クラスと計画下にある都市の
財政、財政関係が中央国家の計画下におかれた企業集団とその企業、中央に直属する企業
単位（地方の監査機関の監査を受けるものを除く）、中央から管理される中国との合併企業
に属するもの、連合企業、中央が投資する基本的な建設項目、国家資金あるいは国家補助
を受けている党中央、全国人民代表大会、全国政治協会、全国的な人民団体に所属する部
門および中国人民解放軍が含まれている。また、地方監査機関の監査範囲は、地方（最下
級の地方、以下これを指す）政府に所属する各部門、それぞれに直属する機構、実行機構
とそれに直属する企業単位、下一級政府の財政、財政関係が地方国家の計画下に置かれた
企業集団とその企業、地方が管理する中国と外国の合併企業の財政、連合企業（中国内資
本のみ）、地方が投資した基本建設項目、国家の資金あるいは国家補助を受けた地方の党委
員会、人民大会、政協、人民団体に所属する部門、さらに審計署が依頼した地方の監査機
関監査単位が含まれている」（周 1996, p. 392）と指摘されている。以上の状況から、中国
の監査システムがわかる。 
ただし、国有企業改革を中心としての企業再編、合併等の企業結合における問題点が無
視できないのである。金山（2000）では、「国有資産再編成の中で、国有資産の流失問題
がすでに人々の高い関心を集めているが、まだ確実有効な解決措置が見つかっていない。
…中略…（筆者より省略）国有資産流失の原因を分析すると、2 点が挙げられる。➀権利
と金で私利をはかり取引を行い、国有資産を私物化とする、➁公有資産の財産権の実際の
操作の意味が曖昧であり、だれも財産権に対し責任を持っていない」（金山 2000, pp.79-80）
と指摘している。なぜなら、中国の会計士事務所の特徴の 1つとして、民間と公的監査事
務所が含まれている。李（2005）によれば、公的監査事務所は、中央政府の各省庁をはじ
め地方政府機関が主体となって設立される。そこでは、中央政府が管轄する会計士事務所
の人員の構成の大半は天下り官僚であり、多くの公認会計士協会の会長は地方人民政府の
財政部長が兼任している」（李 2005, p. 247）と指摘されている。このような状況から、監
査のいずれの段階において、政府の関与または指示は監査への無視できず、監査人の独立
性を保つことは不可能に近いと考えられる。 
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周（1996）では、中国会計士事務所の状況について、次のようにされている。「会計士事務
所は国家の許可を得て、法律に従い独自で公認会計士業務を行う事業単位である。会計士事務
所を審査し許可する機関は財政部あるいは省級財政庁（局）である。各地で会計士事務所を設
立する場合、その省、自治区、直轄市財政庁（局）の許可を得る必要がある。しかも、財政部
の審査にも備えなければならない。省、自治区、直轄市の管轄に属しない会計士事務所を設立
する場合には、財政部の許可を得る必要がある。財政部と省級財政庁は会計士事務所の業務を
監査する。会計士事務所は定期的に主管財政機関に業務の発展、経済収入、人員変動などを報
告しなければならない。会計士事務所が関係規定に違反する場合には、主管財政機関は、違反
内容によって警告、罰金、営業停止、解散などの処罰を与える」（周 1996, pp.409-410）とさ
れている。 
近年、中国中央政府は、中央企業および大手国有企業の財務状況を正確に反映させるた
めに、これらの企業の監査を中国審計署のほか、国際的な 4つの大手監査法人に担当され
るようになってきた。中国企業結合基準では、財務諸表の開示について、結合企業のみ開
示すればいいとされ、被結合企業の「監査済み」の財務諸表は現段階で求められていない。
また、監査を行う部門あるいは独立の第三者である監査人のどちらによる財務諸表監査に
ついても、明確に規定されていない。 
また、民間事務所であっても、実務上では、監査が行われる際に、被監査対象である企
業側は監査人の報酬以外、監査が完了するまでに監査人の「衣、食、住、行」を負担して
いる。このような状況のなか、民間事務所はある程度、企業側との妥協をせざるを得ない。 
中国の監査基準にしたがえば、国有企業を含め、中国国資委に属する企業の監査は審計
署26により行われている。実際に行われている中国の企業結合のほとんどはこれらの企業
間で行われる。審計署による監査において、監査済の監査意見書は、中国のディスクロー
ジャー制度の下で、企業の意思によって開示できると規定されている。したがって、開示
するか否か企業あるいは、経営者の意思で決められる。経営者に大きな裁量の余地がある
と考えられる。中国の監査制度からみれば、国際的な 4 つの大手監査法人が監査を実施す
れば、特に問題がないが、前述の審計署による監査が行われれば、監査人の独立性はいま
だに疑問がある。 
特に共通支配下の企業結合の場合、政府もしくは主管行政部門の関係とはもっと深く、
それらからの干渉または関与が監査人の独立性を失う可能性は高くなってしまう。 
                                                 
26 日本の会計検査院に相当する。 
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4.4 まとめ  
本節では、CAS 第 20 号における規定に関する問題点をまとめる。上述のように、中国
における共通支配下の企業結合に持分プーリング法を適用する理由が理解できる。ただし、
たとえ中国における共通支配下の企業結合が多く存在し、持分プーリング法の適用は妥当
であるとしても、いくつの問題点を解決しなければならない。 
まず、持分プーリング法が適用されている共通支配下の企業結合の概念は不明確である。
共通支配下の企業結合には、前述のように、国有企業間の企業結合および政府主導、つま
り行政が関与する企業結合がある。中国の企業は、一般企業もあれば、国有企業もある。
上述の範囲に鑑みれば、政府主導の企業結合には、一般企業と国有企業間の企業結合も共
通支配下の企業結合に属する件がある。つまり、共通支配下の企業結合には、本当の共通
支配下の企業結合とそうではない企業結合が含まれる可能性が高い。そのため、現行基準
では、共通支配下の企業結合の判断要件が明確に定められてはいけない。 
今日、CAS 第 20 号の適用が広げっているなか、持分プーリング法およびパーチェス法
の両方を認めることによって、問題点は著しくなってきた。とりわけ、CAS 第 20 が公表
された以来、数多くの議論において、共通支配下の企業結合における持分プーリング法の
会計処理における問題点について一致の意見が達成される。以下、それらの意見をまとめ
ておきたい。 
共通支配下の企業結合の概念の曖昧さから、持分プーリング法の濫用問題が生じること
が考えられる。具体的には、次のとおりである。 
1）共通支配下の企業結合には、1つの会計年度のいずれの時点で行われるにもかかわら
ず、結合により形成される企業は、期首の時点ですでに存在しているとみなす点であ
る。これため、被結合企業が期首から結合日まで実現した利益はすべて結合企業に属
する。そのため、結合企業の結合年度における利益は増える。 
2）持分プーリング法にしたがって、結合側は帳簿価格で被結合側の資産、負債を引き
継き、そして、市場において、結合による得た資産を時価で売ると、差額が利益とし
てもらえる。 
3）共通支配下の企業結合に属するか否か、明確な判断要件は規定されていない。この
ため、すべての企業結合の中、持分プーリング法を用いる企業の数は大きな比率を占
めている。明確な判断要件がない限り、パーチェス法を適用すべきである企業結合は、
国有企業や特殊な状況などを訳として、いわゆる共通支配下の企業結合として、いき
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なり持分プーリング法を使う可能性が高く、したがって、持分プーリング法の濫用を
もたらす。 
4）非共通支配下の企業結合について、結合側および被結合側をどのように区別すべき
か、区別できない場合に、いかなる処理方法で行うかについては規定されていない。 
中国今日の企業形態からみると、とりわけ国有企業間の企業結合に対して、共通支配下
の企業結合であろうか、非共通支配下の企業結合であろうかを判断する場合には、どちら
でも言える状況に陥る。そして、共通支配下の企業結合を判断するための要件は定められ
ていないため、経営者が自ら説明すれば、都合のよい会計処理を選択できる。 
EU による同等性評価のプロセスにおいて、日本基準における持分プーリング法が大き
な障害となり、最終的にこの方法を廃止した。それに対して、中国は「特殊な状況」とい
う理由で、同じく持分プーリング法を基準に取り扱っているものの、同等性評価を得た。
「特殊な状況」というのは、いったいどのようなことだろう。 
現行基準である CAS20号に従えば、「特殊な状況」という言葉を使えば、共通支配下の
企業結合として、持分プーリング法を濫用する可能性がある。言い換えれば、CAS20号に
従えば、非共通支配下の企業結合に該当するものは、中国企業の「特殊な状況」という理
由をもって、持分プーリング法を選択することができる。この状況は 1960 年代のアメリ
カと同じようになっている。ただ経営者の都合がよい会計処理方法を選択するほかならな
い。この点から見れば、持分プーリング法の濫用の可能性がきわめて高くなってしまう。
したがって、持分プーリング法を用いることについて、現行基準には入れるか否かにかか
わらず、問題点となるのは、このような規定があるからこそ、共通支配下の企業結合には
判断条件を付けずに、濫用の状況に陥ってしまうと考えられる。 
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5. CAS 第 20 号関する今後の課題 
 
本章では、前述の問題点を踏まえ、CAS 第 20 号が抱えている今後の課題を指摘する。そのう
ち、共通支配下の企業結合判断要件の設定、共通支配下の企業結合の範囲の縮小および共通
支配下の企業結合に関する会計情報の開示という 3つの点がある。 
 
5.1 共通支配下の企業結合と持分プーリング法の理論上の整備 
すでに、第 4章で明らかにしたように、CAS第 20号の公表前後、共通支配下の企業結合およ
びその会計処理である持分プーリング法をめぐって、学者と実務家はさまざまな議論を行い、今
日まで続いている。むろん、CAS第20号においては、明らかに共通支配下の企業結合の判断要
件が欠いているという問題点が存在しているが、もっと根本的なことに鑑みれば、まず、中国では、
共通支配下の企業結合および持分プーリング法に対して、正しく認識が広がっていないためであ
る。それゆえ、CAS第 20号の今後の課題として、まず、持分プーリング法を共通支配下の企業結
合に適用する根拠を明確にしなければならない。 
第3章で確認したように、持分プーリング法の適用については、最初の関連会社の間で行われ
る企業結合から、実務上の発展により、同規模かつ非関係会社の間で行われる企業結合に拡大
されてきた会計処理である。共通支配下の企業結合が、この方法に適用するのは、最初の関連
会社の企業結合の典型的な例である。それに、金山（2008）では、中国の企業の形態と所有制
の状況に関しては、次のようにまとめている。「株式構造は主に、国家株、法人株、個人株となっ
ているが、それらが中国の特徴ともいえる大半を占める非流通株と、限られた流通株に分けられる。
上場会社における株式構造自体が取締役の構成に決定的役割を果たしている。流通株のシェア
は低く、多数を占めている国有株、法人株などは流通しない、いわゆる非流通株となっている。大
多数の上場会社では、国有独資企業における株式制への転換、または企業集団内部で資産の
人為的調整によって管轄の一企業を上場させるものが一般的であった。したがって、親会社また
は企業集団は発起人として上場会社を絶対支配下に置き、いわば上場会社における1株独大状
況を示している」（金山 2008, p.63）とされている。理論的な論拠と中国企業の所有制の特徴と比
べ、国の立場に立つと、同じ大株主の下で行われる企業結合は、共通支配下の企業結合に該当
すべきである。それゆえ、CAS 第 20 号では、共通支配下の企業結合に対して、持分プーリング
法を求めることが適切な会計処理方法だと考えられる。 
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しかし、第 4 章で指摘したように、中国では、なぜ共通支配下の企業結合に持分プーリング法
を適用するのかについては、出発点として、共通支配下の企業結合という企業結合の種類では
なく、実務上パーチェス法の適用が困難であると思われる。このような考え方にしたがえば、共通
支配下の企業結合に対して、持分プーリング法はパーチェス法の代替的な会計処理として存在
していると思われる。これは、理論的には、持分プーリング法と共通支配下の企業結合の間の関
係を歪めると考えられる。そのため、第4章の事例のように、実務上、共通支配下の企業結合は 2
つの会計処理で処理されている状況になっている。それゆえ、CAS第 20号が最も重要な課題は
理論を整理することにある。 
したがって、会計基準設定の理論的な根拠を明確しないと、実務上、1つの企業結合は 2つの
方法で処理されてしまう。また、学者や実務家たちが根本的な理論を明らかにしていないまま、共
通支配下の企業結合と持分プーリング法に関する議論も無駄になってしまう。 
 
5.2 共通支配下の企業結合の判断要件の設定 
すでに 4 章で明らかにしたように、今日、CAS第 20号における「共通支配下」の判断にあたっ
て、多くの問題が存在している。それゆえ、中国企業の現状に加え、CAS第 20 号の今後の課題
として、共通支配下の企業結合の判断要件の整備を行わなければならない。 
齋藤（2008）では、「持分プーリング法の存在は対象範囲の幅による基準設定上の対応として
認識できるのであり、境界線は取引を法的な枠組みと経済的な枠組みで解釈するかにより決まる。
法的な企業結合を捉える IAS/IFRS、米国基準は、経済的な企業結合を捉えようとする企業結合
会計基準（日本基準第 21 号…引用者加筆）と比べて範囲が限定される」と指摘している（齋藤
2008, p.269) 。持分プーリング法が適用されるべき企業の形態、前提条件が明確にされなけれ
ばならない。4章で取り上げたCAS第 20号の適用状況をみても、また学者や実務家らが「今日、
中国において共通支配下の企業結合に持分プーリング法が適用される理由は、適正な公正価
値が算定できないからである」と主張している点をみても、中国において共通支配下の企業結合
と持分プーリング法の適用との関係について、未だに深く理解されていないことが伺える。 
会計処理方法の選択というのは、ある経済事象を適切に反映できる方法がどれであるのかとい
う判断基準の下で行われることが大切である。したがって、持分プーリング法の適用は、公正価値
を適切に算定できない状況での代替的な処理方法ではないのである。この点が明確にされなけ
れば、企業結合において、経営者に会計方法を悪用する余地を与え続けることになる。 
金山（2000）では、中国企業の特徴について、「政府はマクロ経済の監督者と国有財産の所有
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者という 2 つの役割を持つ。政府と企業の責任あるいは官僚と企業経営者の責任の間の線引き
は難しいと主張されている。そこでは、主に 2つの点がある。１つ目は政府の官僚、企業経営者、
従業員の間の関係である。国有企業の経営者は、政府官僚と同等であって政治、経営面での権
力をもっている。企業の経営成果は彼らの政治的功績とみられる一方で、損失が発生したとして
も、その責任は有限である。従業員は、企業経営の意思決定に参加する機会が少ないのに対し
て、経済的損失のリスクを負わなければならない存在である。このように、歪んだ当事者間の関係
を是正するために、政府官僚と国有企業の経営者が持っている。2 つ目は政府と企業の間の関
係である。企業と政府の特定部門との関係にかかっている。このように、政府の影響力が強い市
場においては、企業は非合理的で、以上な行動をとらざるをえなくなる。長期的にみれば、これは
市場の競争を不公正なものとして、企業の活力を損なわせるものとなる」（金山 2000, p.127）。こ
の 2つ特徴は、企業結合の問題点が生じる根源と考えられる。 
また、APBO 第 16 号によれば、持分プーリング法の会計処理は、現金、その他資産、負
債を伴わないで株式の交換をすることにより行われた企業結合についてのみ適用されてい
たとされている。CAS第 20号では、会計処理方法の選択に対して、中国の考え方はある企業
結合にあたって、持分プーリング法かパーチェス法かを選択することは、当該企業結合の対価の
支払い方式とは関係がない。上述のように、陶（2011）では、「現金あるいは現物資産の交換によ
る 企業結合も、企業結合前後で同一支配元に支配されていれば、持分プーリング法で処理され
ることになる。よって、株式交換による企業結合をすれば、直ちには持分プーリング法が適用され
るわけではない」（陶 2011, p. 58）と主張されている。したがって、中国において、持分プーリング
法の適用条件は、あまりにも簡素なものであると思われ、改善の余地があると考えられる。 
また、会計処理方法の立場からみれば、斎藤（2009）で指摘したように、「確かに持分プーリン
グ法では、結合当事会社株主の持分は清算されずに継続し、したがって彼らの投資は結合
後もそのまま継続すると擬制する。しかし、その擬制は、会社の投資がいずれも継続し、
清算と再取得を擬制した資産・負債の評価替えが必要ないことを裏から支える理屈でしか
ない。また、企業そのものが取引の対象となる企業結合のケースでは、投資の主体である
企業が組織再編によって消滅ないしは変質することになる。そのため、当事企業の所有者
である株主にまで戻って持分の継続性を確かめないと、主体の入れ替わった投資の継続性
を確かめる手だてがない」（斎藤 2009, p.310）とされている。したがって、持分プーリン
グ法が適用される共通支配下の企業結合に関しては、結合当事者は、結合後いかなる関係
を有しているのか、そして、当事者の所有者である株主の持分は、結合後継続できるか否
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かについては、共通支配下の企業結合を判断する際に、考えなければならないのである。 
最後に、共通支配下の企業結合の判断要件を定めることにより、共通支配下の企業結合の範
囲を縮小できる。 
第 3 章で明確にしたように、中国政府は国有企業を効率に運営させるために、1999 年から中
央企業、国有企業を中心に企業再編、合併による改革を行っている。第2章および4章で明確に
したように、中国政府の中央企業、国有企業の再編により、中央企業または他の国有企業の数は、
ここ数年かなり減ってきた。そのため、CAS第 20号が適用される当初、適用指針もしくは CAS釈
疑などにおいて、「中国における企業結合の大部分は共通支配下の企業結合に該当する」という
言い方は、もうすでに現実と不適切だと考えられる。それに、中国基準では、共通支配下の企業
結合を取り扱うのは、国有企業の国民経済における位置づけの重要性であり、企業の数ではな
い。この点に対する明確な認識を広がる必要がある。また、適切に企業結合の経済的実態を反
映するために、共通支配下の企業結合の判断条件の定めにより、範囲の縮小必要がある。 
まず、国により株が保有されている企業の数からみれば、中国において、所有制により分類さ
れた国有企業は企業全体の割合は明らかに減少していく傾向がある。前述のように、1999年から、
中国では、企業の所有制改革が行われてきている。この改革の結果として、中国統計年鑑
（2013）によれば、1998年から2012年まで、中国の国有企業および国有持株会社の数は64737
社から、17851 社に減ってきた。2012年末まで、国有企業と国有持株会社と併せて、企業全体の
5.3％を占めている。そのうち、国有企業は 1.9％の割合を占め、国有持株会社は 3.4％を占めて
いる。したがって、共通支配下の企業結合に該当する。このような状況に照らして、CAS 第 20 号
における「共通支配下の企業結合は中国における企業結合のなか、大きな割合を占めている」と
いういい方は矛盾な話になってしまう。たとえ CAS第 20号では、共通支配下の企業結合を重要
な企業結合の種類として取り扱っていることは正しいとしても、会計基準上の説明も、現状に対応
する説明を取扱うべきである。 
また、政府主導のような企業結合については、CAS第 20号では、明確な規定が定められてい
ないが、CAS第 20号の適用指針もしくは CAS釈疑等では、実務上、政府主導の企業結合は共
通支配下の企業結合とみなすとされている。しかし、第 3 章で述べているように、持分プーリング
法という会計処理方法にせよ、中国企業の形態にせよ、政府主導の企業結合そのものは、どのレ
ベルの政府の主導に従うべきであること、と政府がどの程度関与すべきであることに関しては、曖
昧なところである。これにより、政府主導を理由として出せば、共通支配下の企業結合の範囲は
無限に拡大されるおそれがあり、同時に会計処理方法の選択に対する裁量の余地も大きくなって
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しまう。それゆえ、政府により主導されるか否かにもかかわらず、企業結合の当事者に民間企業が
含まる場合には、当該企業結合は経済的実態から考えるべきであり、共通支配下の企業結合の
範囲から除外されるべきである。 
 
5.3 会計情報会計に関する規定の改善 
第 2章では、少し触れたように、CAS第 20号によれば、共通支配下の企業結合の開示につい
て、CAS第 20号は次のとおり要求されている。 
企業結合年度末に、結合企業は共通支配下の企業結合に関する以下の情報を注記にて開示
しなければならない。主要な開示情報には、次の部分が含まれている。 
➀共通支配下の企業結合に属すると判断した根拠 
➁現金の支出、現金以外の資産の譲渡および債務の引き受けを結合の支払対価として場合、
その支払対価の結合日における帳簿価額。持分証券の交付を結合の支払対価とした場合、結合
において交付した持分証券の数量と価格の決定方法、および各結合当事者企業間の議決権の
ある株式の交換比率 
➂結合後に処分されたまたは処分予定である被結合企業の資産と負債の帳簿価額、処分
価格の 3つがある。このような会計情報の開示は、表面的には、問題ないと思われるかも
しれない。 
しかし、CAS 第 20 号では、判断した根拠の提供だけを要求されているが、具体的なも
のは何なのか、すでに第 4 章で指摘したように不明確である。また、国有企業に関する企
業結合の会計情報開示は、企業の意思によって決まる。そのため、中国の現状に鑑みると、
とりわけ国有企業に関する企業結合の会計情報はほとんど開示していない状態であり、国
資委などの政府機関から公表されたものにおいても、ただ企業結合案件が発生したことし
か載せられていない。これらの開示情報を持分プーリング法の適用に関する APBO 第 16
号の規定と比べ、まだ不十分だと考えられる。 
また、中国企業の集中的所有構造に鑑みれば、金山（2008）では、「上場会社の大多数
を占めている国有企業から転換された株式会社の場合、最大の大株主が政府や地方政府等
の公的機関であり、流通する株式数が少ないばかりでなく、支配株主として、インサイダ
ー関係にあり、経営権の掌握のみならず、情報の公開や会計監査のインセンティブが小さ
くなる」金山（2008, p.133）と指摘しており、また「国有企業への戦略調整を行う場合、
それらはいわゆる国家の戦略にかかわることで、私営企業のように随時のディスクロージ
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ャーはできなくなる」（金山 2008, p. 123）とも指摘している。 
このような状況のなか、中国において、共通支配下の企業結合に対応すべき情報の開示
は極めて重要である。上述の 3 つの主要な開示内容のほか、APBO 第 16 号における各規定に
照らして定められると考えられる。なぜなら、持分プーリング法に関する概念、適用範囲、適用要
件ならびにこの方法の欠点については、APBO第 16号では、持分プーリング法に対して、詳細な
説明がなされているからである。具体的には、次の 2点から改善すべきと考えられる。 
第 1 に、結合当事者の結合前後の形態および持ち株状況を開示すべきである。APBO第 16号
では、持分プーリング法を適用する場合には、企業の概要および持分プーリング法が適用される
旨を開示することが求められている（APBO第 16号, paras. 63-65 ）。これを中国の現状と比べ、
共通支配下の企業結合を判断する具体的な要件を開示すべきだと思われる。 
第 2 に、政府の関与に関する情報の開示を求めるべきである。前述のように、中国における共
通支配下の企業結合の特殊なところは、国有企業という形態の企業は含まれている。国有企業
のなか、中央と地方国有企業の 2 つのレベルの企業が存在している。このような企業は各レベル
の政府に管轄されており、企業結合を行う際に、所轄部門ならびに政府の許可を得られなければ
ならない。同時に、国有企業であるため、持ち株比率から、政府の関与度は極めて高いことがわ
かる。現行基準である CAS第 20号の適用指針にしたがえば、政府は企業結合にあたり、一定の
関与条件を満たす場合には、当該企業結合は政府主導の企業結合と判断され、共通支配下の
企業結合とみなす。このような状況のなか、ある企業結合が起こる場合、共通支配下の企業結合
に相当するか否か、また、政府の関与はどうなっているのか、外部関係者の立場からみれば、判
断は困難である。外部関係者は当該企業に対して、正しく判断を下さなくなる。結果、外部関係
者の利益には損害をもたらす。それゆえ、政府は当該企業結合のなか、いかなる役割を果たして
いるのかに関する情報の開示が必要と考えられる。 
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6. おわりに 
 
本論文では、中国企業結合会計基準 CAS第 20号における持分プーリング法の適用から
入手し、中国における共通支配下の企業結合の概念を検討した。 
会計基準の国際的コンバージェンスの影響を受け、企業結合に関する主要な会計基準で
ある米国基準 SFAS第 141 号、国際会計基準 IFRS第 3号と日本基準第 21 号は持分プーリ
ング法を廃止し、パーチェス法（取得法）に一本化した。その一方、中国は会計基準の国
際コンバージェンスへ、支持を表明したが、現行企業結合会計基準である CAS第 20号で
は、国際的な流れと逆行して、持分プーリング法を基準に取り扱い、共通支配下の企業結
合の会計処理として認めている。 
共通支配下の企業結合に関しては、米国基準 SFAS 第 141 号、国際会計基準 IFRS 第 3
号では適用範囲外とされ、会計処理も規定されていない。それに対して、日本基準第 21
号と CAS第 20号では、共通支配下の企業結合を基準の適用範囲に取り入れ、それに関す
る会計処理方法も規定している。しかし、共通支配下の企業結合は基準には取り扱われて
いるにもかかわらず、国際的には、共通支配下の企業結合は持分プーリング法（もしくは
それに準じた会計処理）で処理されることに対する見解が一致している。 
ただし、その内容に鑑みれば、CAS 第 20 号における共通支配下の企業結合の範囲は、
国際的な主要な会計基準と比較した結果、かなり大きいことがわかる。なぜこのような結
果が出てくるのかを、この論文では中心として、中国における共通支配下の企業結合の概
念を検討した。 
2 章では、企業結合に関する主要な会計基準の内容を、共通支配下の企業結合の基準上
の取り扱いおよび持分プーリング法の適用条件、変遷に注目し、それらの内容を確認した。
そのうえで、4 基準の比較を行った。結果として、企業結合を捉える視点が異なるため、
米国基準 SFAS第 141 号と国際会計基準 IFRS 第 3号では、持分プーリング法の適用条件
について規定されているが、共通支配下の企業結合に関しては、企業結合を経済的実態の
視点から捉え、従来から除外とされている。それに対して、日本基準第 21 号および CAS
第 20 号では、企業結合を経済的実態の視点だけではなく、法的な視点も捉え、共通支配
下の企業結合とその処理方法が規定されているということがわかる。 
また、4 基準の内容に鑑みれば、同じく共通支配下の企業結合といっても、CAS 第 20
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号では、持分プーリング法が認められている理由は、国際的な会計基準に比べ、大きな違
いがあることがわかる。一般には、共通支配下の企業結合に該当するものは、同じ企業集
団における親会社と子会社の間で行われる企業結合、もしくは子会社同士の間で行われる
企業結合である。それゆえ、企業結合が行われても、結合による資産および負債は移転は、
企業集団内部に行われるため、企業集団の立場からみれば、純資産等は企業集団外部への
流れず、企業集団全体の資産および負債は変わらない。そのため、結合側による資産、お
よび負債の帳簿価額での引き継ぎが認められ、したがって、持分プーリング法が認められ
ることである。その一方、中国では、持分プーリング法が認められている理由として、中
国の資本市場まだ不完備なので、企業結合を行う際に、適正な公正価値が算定できないこ
とを取り上げ、理論上、持分プーリング法をパーチェス法の代替的な会計処理方法として
認識することが考えられる。 
3 章では、持分プーリング法の適用に関する歴史的な論拠を考察した。また、その論拠
を参考しながら、中国の企業形態および企業結合の目的に注目し、中国における共通支配
下の企業結合は持分プーリング法により処理される理由がわかる。そこで、中国において
国有企業という企業形態が存在しているため、また、国により企業の大量の株が保有され
ている状況から、「特殊な状況」ということが明らかになった。 
また、中国では、持分プーリング法が認められる理由は、主に 2 つがある。1 つ目は、
中国において、国有企業間で行われる企業結合は、結合当事者が同じく国有資産経営会社
に親会社として支配されるため、共通支配下の企業結合の概念に該当する。それゆえ、共
通支配下の企業結合の適合な会計処理方法として、持分プーリング法が認められている。
2 つ目は、持分プーリング法そのものは、企業結合を行う際に結合側にとって、利益が増
える会計処理方法であるため、ある程度、今日中国における共通支配下の企業結合を促進
することができる。それゆえ、中国政府側も、国有企業の再編もしくは合併などの企業結
合をうまくさせるために、この方法が推奨されると想定できる。 
4 章では、中国における共通支配下の企業結合実態を企業結合の事例を用いて、考察し
た。そのうえで、中国における共通支配下の企業結合の会計処理方法をめぐる議論を考察
し、また CAS第 20号における規定と監査実務上の視点から検討を行い、 CAS第 20号に
かかわる問題点を指摘した。そこでは、CAS 第 20 号における共通支配下の企業結合に対
する認識が不明確であるため、実務上共通支配下の企業結合には、2 つの会計処理が認め
られている問題点が生じる。また、中国における学者および実務家たちの議論から、彼ら
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が共通支配下の企業結合とそれに適合する持分プーリング法の適用との関係について、理
論上の認識は不足であることがわかる。そして、3 章で明確した中国企業の形態を踏みな
がら、CAS 第 20 号における規定を検討し、その規定の曖昧さから、共通支配下の企業結
合の範囲は拡大されるだけではなく、実務上の混乱を起こすこともありうるという問題点
を指摘した。最後、監査実務上の視点から、共通支配下の企業結合に含まれている当事者
の状況から、監査人の独立性が失うことが起こりうるという問題点も指摘した。 
5 章では、4 章で指摘した問題点に対して、CAS第 20号における今後重要な課題を指摘
した。主に共通支配下の企業結合に対する理論的な根拠を正しく認識すること、判断要件
の設定によって、共通支配下の企業結合の範囲を縮小すること、および共通支配下の企業
結合に関する会計情報の開示という 3つの点を指摘した。 
最後に、中国企業の形態からみれば、CAS 第 20 号における共通支配下の企業結合に対
して、持分プーリング法は適合な処理方法であると考えられる。ただし、CAS 第 20 号も
しくは実務上の問題に対応する適用指針等からみれば、共通支配下の企業結合には、ほぼ
すべての企業結合が含まれる可能性が高くなり、CAS 第 20 号は会計基準としての意味も
なくなってしまう。この点ついて、今後の重要な課題として、整備しなければならない。 
ただし、具体的には、共通支配下の企業結合を判断するために、いかなる要件を設定すべ
きか、会計情報の開示などに関してはまだ課題が残っているので、これから、博士課程に
おいて引き続き研究を進めたい。 
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